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は じ め に 

 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産技術研究所 

伊藤 篤 

 

【研究開発の目的】 

近年、ホタテ、カキを除く二枚貝は、全国的に漁獲量が低迷し、これまでのピークに比

べ、タイラギは1／50、アサリは1／20、ハマグリは1／16にまで減少している。二枚貝に

係る増殖等の取り組みは、漁協の単位などで行われてはいるものの、資源を回復させるに

は至らず、このままでは国内の二枚貝資源の安定供給に支障を来すことが懸念されてい

る。特に有明海では、ハマグリとタイラギはアサリと並んで象徴的な二枚貝であり、周辺

各地では古くから無くてはならない重要食材として親しまれてきた。有明海はかつて国内

有数のタイラギ生産海域で盛期には2万9千トンの漁獲があり、タイラギ漁は地域経済を支

える重要な産業でもあったが、タイラギの資源量が激減したことで、現在は休漁に追い込

まれている。ハマグリ類は1965年には13,700トンあった漁獲が、1980年に2,000トン、2006

年には867トン（うち有明海106トン）と低迷し、現在環境省のレッドリストに絶滅危惧種

として掲載されている状況である。 

このような国内資源状態の中で需要に対応するために、両種は中国、台湾、韓国等から

の輸入に依存するようになっており、ハマグリは国内流通量の90％以上、タイラギは約

80％が輸入されている。しかし、輸入の不安定性、貝毒や農薬の検出等による食の安全・

安心の毀損、産地偽装や不当表示、輸入活貝に混在して国内に侵入する有害寄生生物や外

敵生物による在来二枚貝への悪影響や遺伝的攪乱など、さまざまな問題が懸念されてい

る。こうした水産業のみならず社会問題を背景として、両種の資源回復のための抜本的な

方策が、漁業者や消費者から強く望まれている。 

そこで、技術的課題の多いハマグリおよびタイラギの安定的な人工種苗生産技術の開発

に取り組むとともに、親貝集団を造成するための稚貝育成技術を開発することで資源回復

に向けた手法を開発することを目的とする。本事業は主要な産地である東京湾、瀬戸内海

を中心として研究開発に取り組み、ハマグリおよびタイラギ資源の減少が著しい各海域へ

広く成果を普及することを最終目標として、関係機関が有機的に連携した態勢で実施す

る。 

 

【目標設定の妥当性】 

タイラギの浮遊幼生は、D型幼生への変態直後から個体同士が凝集し、気泡や水面、飼

育水槽の壁面および底面等に付着して死亡するものが多い。このため、アサリ・マガキ等

の一般的な二枚貝類幼生飼育に用いられる飼育方法ではわずか数日しか飼育できず、人工

種苗生産ができなかった。この原因として幼生による粘液分泌、殻の物理化学的性状など
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が考えられているが、明確な結論は得られていない。このような状況の中で国立研究開発

法人水産研究・教育機構では、平成23～27年にかけて、タイラギ浮遊幼生の飼育装置の改

良等に取り組み、平成25年に浮遊幼生から変態した稚貝（着底稚貝）の生産に初めて成功

し、従来の生産記録（平成18年に長崎県総合水産試験場が生産した稚貝1,500個体）を大幅

に更新する着底稚貝７万個体の生産を達成した。また、平成27年には190万個体を生産す

るなど、大量種苗生産技術は徐々に向上しつつある。しかしながら、親貝の養成と採卵技

術はいまだに不安定であり、人工種苗を用いた増養殖技術への展開に必要な、脆弱な稚貝

から小型サイズまでの中間育成技術、母貝団地造成技術については未開発の状態である。

タイラギは古くから水産物として利用されているにもかかわらず、その生態や生理特性に

は不明な点が多く、着底稚貝以降の好適な飼育・餌料環境については十分に把握されてい

ない。成貝までの育成技術の不安定さと、成貝の適正環境等の知見の少なさが母貝団地造

成の隘路となっており、その技術開発が喫緊の課題となっている。 

一方、ハマグリの種苗生産研究は1950～80年代にかけて取り組まれていたが、受精卵か

ら稚貝までの生残率が低く、稚貝からの成長が遅く放流効果も低かったことから、ほとん

どの機関で技術開発の取り組みを中止していた。近年、千葉県水産総合研究センターによ

って浮遊幼生期及び初期稚貝の飼育・餌料条件が見直され、1,000万個体以上の着底直前幼

生（フルグロウン期）の飼育が可能となったが、未だに着底期前後に原因不明の大減耗を

引き起こすことが問題となっている。また、初夏に採卵、育成した稚貝は秋季には殻長

2mm程度に成長するが、秋～冬季はカゴ等により保護育成しても生残が低く、成長も停滞

するなど、育成は困難であるのが現状である。本種の人工種苗を活用した母貝場造成を行

うためには、これらの問題を解決していく必要がある。 

本研究開発では、これらの問題を解決するためにタイラギとハマグリの飼育研究に実績

のある複数の機関が連携し、従来の飼育手法の検証と改良を行うとともに、他貝種で開発

された飼育手法や機器類などを導入することで、両種の種苗生産技術の開発を迅速かつ確

実に遂行する計画となっている。さらに、母貝団地を造成するために適した環境条件を調

査し、母貝場として適正と判断された海域に人工種苗を放流し、その母貝場における放流

個体の成長と生残、成熟と産卵の調査（タイラギ、ハマグリ）を行うことで、天然資源へ

の加入量の底上げに貢献することを目標としている。 

以上の理由から研究目標は「栽培漁業総合推進委託事業（新たな栽培対象種の技術開発

促進）」の目的を達成するために妥当であると考える。 

 

【研究開発の内容】 

（１） 全体計画 

本研究開発では、タイラギとハマグリについて、親貝の養成と採卵技術、人工種苗

生産技術、母貝育成技術と標識技術の開発、瀬戸内海におけるタイラギの交雑の実態

調査、二枚貝類の生産現場における ICT の活用を行う。親貝の養成と採卵技術では、
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天然採苗が難しいハマグリとタイラギについて、飼育環境下での良質な親貝の養成と、

対象種に応じた産卵誘発等の採卵技術を開発する。人工種苗生産技術では、タイラギ、

ハマグリについて、飼育環境条件を変化させ、大量死亡時期等の把握から、幼生飼育

で回避すべき条件の検討および着底までの飼育方法の検討等を行う。母貝育成技術と

標識技術の開発では、タイラギ、ハマグリについて、人工生産した稚貝を効率的に母

貝へ育成する技術を開発するとともに、稚貝の育成および母貝場の造成に適した環境

条件を明らかにする。また、野外に移植した稚貝を追跡するための標識技術を開発す

る。さらに、交雑種が存在することが知られているタイラギについて、人工種苗生産

における親貝選択の知見に資するために、一塩基多型マーカーを用いて、瀬戸内海に

おけるタイラギの交雑の実態を調べる。また、二枚貝類の生産現場における省力化、

省人化を図るために、浮遊幼生や稚貝、成貝の飼育水槽内の餌料密度を定期的に計測

し、餌料密度の低下時に自動的に餌料藻類を添加するシステムを開発する。 

なお、本事業では、実施計画及び実施結果について意見を求めるため、種苗生産・

放流技術に精通した外部有識者を招聘し、検討会を各 1 回開催する。また、構成機関

の連携強化を図り、技術開発を迅速かつ的確に推進するために、必要に応じて貝種ご

との現地検討会を開催する。 

具体的な研究開発課題と担当機関は以下のとおりである。 

 

（２） 研究開発課題と担当機関 

ア．親貝の養成と採卵技術の開発 

① タイラギ親貝の養成と採卵技術の開発： 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

② ハマグリ親貝の養成と採卵技術の開発： 

三重県水産振興事業団、国立研究開発法人水産研究・教育機構 

 

イ．人工種苗生産技術の開発 

① タイラギ人工種苗生産技術の開発： 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

② ハマグリ人工種苗生産技術の開発： 

三重県水産振興事業団 

 

ウ．母貝育成技術と標識技術の開発 

① 瀬戸内海西部海域におけるタイラギ母貝育成技術の開発： 

山口県水産研究センター 

② 大分県北部海域におけるタイラギ母貝育成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部 
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③ タイラギの標識技術の開発： 

香川県水産試験場 

④ 東京湾におけるハマグリ育成技術の開発: 

千葉県水産総合研究センター 

⑤ 環境モニタリングを通じたハマグリの適地選定技術の開発: 

国立研究開発法人水産研究・教育機構、千葉県水産総合研究センター、静岡県水産・

海洋技術研究所 

⑥ ハマグリの餌料生物および餌環境に基づく生息適地の選定技術の開発: 

国立研究開発法人水産研究・教育機構、千葉県水産総合研究センター、静岡県水産・

海洋技術研究所 

⑦ 大分県北部海域におけるハマグリ母貝育成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター 

 

エ．瀬戸内海におけるタイラギの交雑の実態調査 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

 

オ．二枚貝類の生産現場における ICT の活用 

国立研究開発法人水産研究・教育機構、国立大学法人熊本大学 

 

カ．検討会の開催 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

 

【研究内容と方法】 

ア．親貝の養成と採卵技術の開発 

① タイラギ親貝の養成と採卵技術の開発 

担当機関：国立研究開発法人水産研究・教育機構 

産卵誘発製剤投与により採卵試験を行い、採卵時期と産卵回数による採卵結果の変化と

幼生飼育成績との関係から、卵質の評価指標の有効性について検討する。 

② ハマグリ親貝の養成と採卵技術の開発 

担当機関：三重県水産振興事業団、国立研究開発法人水産研究・教育機構 

天然親貝を確保し、早期採卵のための加温給餌飼育と簡便な垂下飼育により養成する。加

温給餌飼育では採卵が可能になった後は水温を管理し、採卵可能期間や飼育方法による採

卵結果の変化を検討する。 

 

イ．人工種苗生産技術の開発 

① タイラギ人工種苗生産技術の開発 
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担当機関：国立研究開発法人水産研究・教育機構 

タイラギの浮遊幼生を飼育するために、水産研究・教育機構において開発した連結式飼育

装置等を用いて、換水時の幼生移送のタイミングと幼生死亡の関係を調べて、人工種苗生産

技術の安定化を検討する。 

② ハマグリ人工種苗生産技術の開発 

担当機関：三重県水産振興事業団 

千葉県水産総合研究センターの研究成果を活用してＤ型幼生から着底稚貝まで飼育し、

特に、一番課題となっている着底期～初期着底稚貝期の大量減耗に対処するため、良質なふ

化幼生確保による生残率の向上効果等を検証する。 

 

ウ．母貝育成技術と標識技術の開発 

① 瀬戸内海西部海域におけるタイラギ母貝育成技術の開発 

担当機関：山口県水産研究センター 

好適な環境条件を解明し、移植条件（育成密度）と移植手法（干潟移植式、カゴ垂下式）

を組み合わせた効果的な母貝育成技術の開発を行う。 

② 大分県北部海域におけるタイラギ母貝育成技術の開発 

担当機関：大分県農林水産研究指導センター水産研究部 

大分県北部海域において、海底移植による増殖試験を実施し、成長や成熟等を調査するこ

とにより、人工種苗等を用いたタイラギ母貝育成技術の開発を行う。 

③ タイラギの標識技術の開発 

担当機関：香川県水産試験場 

母貝団地に移植する個体を追跡調査するためには、天然発生個体と見分ける必要がある

ため、標識技術の開発に取り組む。 

④ 東京湾におけるハマグリ育成技術の開発 

担当機関：千葉県水産総合研究センター 

被覆網等を活用した稚貝の保護育成試験を実施し、殻長 3 ㎜程度の人工種苗を成貝まで

効率的に育成する技術を開発する。 

⑤ 環境モニタリングを通じたハマグリの適地選定技術の開発 

担当機関：国立研究開発法人水産研究・教育機構、千葉県水産総合研究センター、静岡県水

産・海洋技術研究所 

河口干潟に分布するハマグリの育成・母貝場の条件を明らかにするため、流入河川の感潮

域から河口干潟までの連続性を考慮した環境およびハマグリ同位体比のモニタリングを実

施する。また、生息地の重複、近接するアサリやシジミなど他の二枚貝類との同期的変動を

モニタリングすることで、生息場の評価に資する情報を収集する。 

⑥ ハマグリの餌料生物および餌環境に基づく生息適地の選定技術の開発 

担当機関：国立研究開発法人水産研究・教育機構、千葉県水産総合研究センター、静岡県水
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産・海洋技術研究所 

ハマグリ稚貝の育成および母貝場の造成に適した餌料生物および餌料環境を明らかにす

るため、稚貝や母貝の生息地において試料を採取し、メタバーコーディング等の手法を用い

て、ハマグリの消化管内容物と環境中の餌料候補について生物組成を分析・比較する。また、

必要に応じて同所的に出現する他の二枚貝類についても同様の分析を実施し、貝類間の比

較によってハマグリ生息適地の評価に資するデータを取得する。 

⑦ 大分県北部海域におけるハマグリ母貝育成技術の開発 

担当機関：大分県農林水産研究指導センター 

大分県北部海域において、被覆網等を活用した保護育成試験を実施し、成長や成熟等を調

査することにより、人工種苗を用いたハマグリ母貝育成技術の開発を行う。 

 

エ．瀬戸内海におけるタイラギの交雑の実態調査 

担当機関：国立研究開発法人水産研究・教育機構 

人工種苗を利用した母貝場造成においては、人為的に遺伝子汚染を促進することがない

ように、雑種を種苗生産の親貝として使わないようにする必要がある。そこでタイラギの種

同定のために開発した一塩基多型マーカーを用いて、種苗生産に用いる親候補個体の種を

同定するとともに、種苗生産における親貝選択の情報として活用するために、瀬戸内海各地

におけるタイラギの交雑の実態について調べる。 

 

オ．二枚貝類の生産現場における ICT の活用 

担当機関：国立研究開発法人水産研究・教育機構、国立大学法人熊本大学 

二枚貝類の浮遊幼生や稚貝、成貝の飼育においては、二枚貝類の摂餌によって減少する飼

育水槽内の餌料藻類の密度（餌料密度）を自動的に補うような給餌システムを構築するため

に、飼育水槽内の餌料密度を定期的に計測し、餌料密度の低下時に餌料藻類を添加するシス

テムを試作して作動検証を行う。 

 

カ．検討会の開催 

担当機関：国立研究開発法人水産研究・教育機構 

外部有識者を招聘し、年度ごとの研究計画と成果の取り纏め等を検討するための検討会

を年 2 回開催する。また、構成機関の連携強化を図り、技術開発を迅速かつ的確に推進する

ために、必要に応じて現地検討会を開催する。 
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ア．親貝の養成と採卵技術の開発 

①タイラギ親貝の養成と採卵技術の開発 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産技術研究所 

松本 才絵・舩山 翔平 

前田 雪・山田 充哉 

 

【目的】 

種苗生産、中間育成を経て低水温に耐久性のあるサイズのタイラギ稚貝を母貝場に移植

するには、天然の産卵期より早期に採卵する必要がある。早期に採卵するために瀬戸内海お

よび有明海産のタイラギ親貝を、三重県五ヶ所湾に位置する水産技術研究所南勢庁舎の試

験筏から垂下して養成飼育した。生殖巣が十分発達した時期に産卵誘発を行い、課題イ．①

へ受精卵を提供した。また、産卵誘発製剤の投与により採卵試験を行い、産卵回数による採

卵結果の変化と幼生飼育成績との関係から、卵質の評価指標の有効性について検討した。 

 

【研究方法】 

1）親貝養成 

瀬戸内海産と有明海産のリシケタイラギ（有隣型）を親貝として養成した。 

2025 年 1 月 26 日に香川県丸亀市沖で漁獲され、香川県水産試験場で 2 月 24 日まで陸上

水槽で無給餌、2 月 25 日から海面筏で垂下飼育した 45 個体（瀬戸内海産天然貝）を 3 月 18

日から採卵直前の 6 月 9 日まで三重県五ヶ所湾で垂下飼育により養成した。 

有明海産親貝は、2023 年度産人工種苗を京都府宮津地先で垂下育成した個体（技術研保

有人工貝）を用いた。60 個体を 2025 年 1 月 21 日に水産技術研究所宮津庁舎から百島庁舎

に宅配輸送し、22 日から 3 月 17 日まで百島庁舎の実験池で垂下飼育した。3 月 17 日から

18 日にかけて香川県水産試験場と水産技術研究所南勢庁舎に各 30 個体を輸送し、各所の海

面筏でそれぞれ 5 月 29 日、5 月 26 日まで垂下飼育により養成した。南勢庁舎では垂下飼育

中の水温を測定した。 

2）種苗生産のための採卵 

瀬戸内海産タイラギの採卵用親貝には、一塩基多型（SNP）解析によるゲノム解析によっ

てズベタイラギの遺伝要素を全く含まないと判定された純系のリシケタイラギを用いた。

水産技術研究所南勢庁舎で垂下養成した親貝を 6 月 9 日から 10 日にかけて百島庁舎に宅配

輸送し、20 ℃に設定した親貝飼育水槽（1,000 L 角型 FRP 水槽）に静置し、自家培養した

Isochrysis sp.（Tahiti 株）を給餌しながら飼育した。人工産卵誘発は、水産技術研究所百島庁

舎において 2025 年 6 月 11 日、18 日、9 月 3 日の計 3 回（それぞれ 1、2、3 回次採卵）実施

した（表１）。有明海産タイラギは、南勢庁舎で垂下養成した親貝（宮津育成－南勢養成群）

を 5 月 28 日に、香川県水産試験場で垂下養成した親貝（宮津育成－高松養成群）を 5 月 29

日にそれぞれ百島庁舎に輸送し、瀬戸内海産タイラギと同様に給餌飼育した。有明海産タイ
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ラギの人工産卵誘発は 2025 年 6 月 3 日に 1 回のみ実施した（表２）。 

瀬戸内海産タイラギ、有明海産タイラギともに、全供試個体に産卵誘発ペプチド（SIP）

を注射することで人工産卵誘発を行い、集団採卵方式で受精卵を得た。清浄海水 200 L を入

れたポリカーボネート製 500 L アルテミア水槽に供試個体を設置し、まずメスの閉殻筋に

SIP を注射した。10－20 分後、同様にオスに注射し、放卵と放精のタイミングがある程度揃

うようにした。この手順ではオスの放精がメスの放卵より少し早く始まるため、放精を確認

した時点で清浄海水の注水を開始して 500 L にし、その中で放精・放卵を継続させた。受精

卵は 105 μm と 17 μm のプランクトンネットを重ねて回収し、卵数を計数した後、25℃の清

浄海水を入れた 1,500 L 角型 FRP 水槽をふ化用水槽として上限密度 33 個／mL になるよう

に収容した。ふ化用水槽には受精卵収容と同時に Pavlova lutheri を 5,000 cells/ml になるよう

に添加し、幼生の摂餌開始時に水槽内に餌が存在するようにした。 

3）採卵技術開発 

① 個別採卵試験 

採卵試験には 2025 年に漁獲され、2025 年 1 月から五ヶ所湾で垂下飼育した香川県産リシ

ケタイラギを使用した。採卵試験は産卵初期と産卵盛期に同一個体を用いて２回採卵する

試験を実施した。試験１では積算温度（1 月 1 日からの水温を積算）2100、2700℃・日にそ

れぞれ 1 回目、2 回目の採卵を実施し、試験 2 では 2300、2800℃・日にそれぞれ 1 回目、2

回目の採卵を実施した。両試験で雌雄 5 個体ずつを用意して殻サイズ、全重量を測定後、採

卵した。SIP の投与は、SIP を塩類溶液に溶解し、1µM に調製して 1mL/個体を閉殻筋に注射

した。放卵放精を開始した時間を記録するとともに、メス個体ごとに産卵数と卵径を計測し

た。オスの放精海水は 1 個体あたり 100mL ずつ採り、全個体分混合して媒精に用いた。媒

精後、洗卵して得られた受精卵は 5 L ビーカーに収容し 25℃でインキュベートした。受精 3

時間後に沈殿している卵を一部回収し受精率を計数し、翌朝孵化率を算出した。受精後約 24

時間の D 型幼生の殻長を測定した。 

② 卵質評価の指標 

卵質評価可能な指標として、卵径と幼生の殻長を個別採卵試験と種苗生産における採卵

で比較した。また指標となりうる候補遺伝子として、タイラギ幼生で発現しており、かつ貝

殻形成に重要なキチンに関連する遺伝子を 8 つ選定し、2023 年の採卵試験で得られたサン

プルを用いて有効性を検証した。 

 

【研究成果の概要】 

1）親貝養成 

瀬戸内海産親貝は、遺伝子解析の結果からリシケタイラギに選別された 23 個体を 6 月 9

日に百島庁舎へ送付し、6 月 11 日、6 月 18 日に採卵した。 

有明海産親貝は、垂下飼育した 30 個体すべてを 5 月 27 日に百島庁舎に送付し、6 月 3 日

に採卵した。 
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2）種苗生産のための採卵 

産卵誘発の結果を表１および表２に示した。 

瀬戸内海産タイラギでは、1 回次、2 回次ともに 2 ないし 3 個体のメスから計 2 億粒以上

の受精卵を得ることができた。孵化水槽 2 本の平均孵化率は、1 回次と 2 回次でそれぞれ

63 %、71 %と差が見られたが、浮上胚に占める正常発生胚の割合はともに 87 %であった。

6 月 10 日以降給餌飼育を続けた親貝を用いた 3 回次は、メス 2 個体から計 2,800 万粒の受

精卵を得て、孵化率および正常発生率はそれぞれ 99 %以上、97 %と極めて高かった。 

 有明海産タイラギは、殻長 16－17 cm 前後、満 1.5 歳の個体を用いたが、2 海域で垂下養

成した計 60 個体のうちメスは 5 個体のみで、雌雄同体の 1 個体を除くと他は全てオスであ

った。南勢養成のメス 4 個体と高松養成のメス 1 個体を合わせた計 5 個体から 1 億粒以上

の受精卵を得ることができた。孵化率は 77 %、浮上胚に占める正常発生胚の割合は 94 %で

あった。 

昨年度に引き続き、6 月に採卵した回次ではすべて着底稚貝を得ることができたことから、

全供試個体に SIP を注射する採卵によって種苗生産可能な受精卵を得られることを実証し

た。一方、9 月に採卵した瀬戸内海産タイラギは孵化率、正常発生率ともに極めて高かった

にもかかわらず、着底稚貝を得ることができなかった。この原因が親貝の状態に由来するも

のか、幼生飼育技術の不安定さに起因するものかを特定することはできない。 

3）採卵技術開発 

① 個別採卵試験 

採卵試験 1 回目の放卵までの反応時間は試験 1 で 46-64 分、試験 2 で 42-51 分であった。

産卵数は試験 1 の 1 回目で約 5000 万粒の個体と約 1.5 億粒の個体があった。受精率は試験

1、2 ともに高い値で推移した。孵化率は試験 1 より試験 2 で高い個体が多かった。平均卵

径は 1 回目より 2 回目が小さかった。1 回目の卵径は試験 1 と 2 で同程度であったが、D 型

幼生の殻長は試験 1 が小さめであった（図 1）。 

② 卵質評価の指標 

 生産における採卵は、瀬戸内海産天然貝で 2 回（瀬 1R-2: 6/11; 瀬 2R-2: 6/18）、有明海産

人工貝で 1 回（有明: 6/3）行った。個別採卵試験と種苗生産における採卵結果を卵径と幼生

の殻長で比較すると、卵径は瀬戸内貝 2R は個別採卵試験 1 回目とほぼ同等、有明貝はそれ

よりやや小さく、瀬戸内貝 1R は 2R より小さかった。幼生の殻長は卵径の傾向と同様に、

瀬戸内貝 1R は 2R より小さく、有明貝は 1R より大きく 2R より小さかった（図 2）。生産結

果は飼育 6 日目の生残率が 66.7-94.0％であり、いずれも着底稚貝が得られた。個別採卵試

験 1 のような卵径と幼生の殻長は、生産における採卵結果では認められなかった。 

 指標となりうる 8 つの候補遺伝子 beta-hexosaminidase、chitin synthase、chitotriosidase-1、

chitotriosidase-1_2、glucose dehydrogenase、probable nuclear hormone receptor HR38、PIF、

serine/threonine protein phosphatase PP1 について、2023 年に試験にした 2 つの親貝群の採卵

1-3 回目の受精卵と幼生での発現量を定量 PCR で測定した。chitin synthase、chitotriosidase-1
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はほぼすべての個体で受精卵と比較して幼生で発現量が高いことが確認され、PIF は親貝群

1 において幼生で発現量が高いことが確認された（図 3）。 

 

【次年度に向けた提言】 

1）親貝養成 

今年度は有明海産は人工貝を用いて養成を行った。瀬戸内海産は天然貝を養成し採卵を

行ったが、天然の親貝確保が難しい状況は瀬戸内海でも同様である。2019 年から有明海産

天然貝を養成しているが、2022 年を除き毎年垂下飼育中の大量死がみられる。昨年度は福

岡県保有人工貝と技術研保有人工貝で、養成中の死亡率はそれぞれ 42％と 30％であったが、

今年度の技術研保有人工貝では養成中の死亡はなかった。死亡は垂下飼育開始前の生息環

境や個体の状態に影響されると考えられ、これらを評価する方法が必要である。 

2）種苗生産のための採卵 

 有明海産タイラギで見られたように、人工貝を使用する採卵では性比の極端な偏りが課

題となる。性比の偏りが個体サイズ、年齢、栄養状態のどれに起因するのかを解明する必要

がある。また、有明海に限らず瀬戸内海においてもタイラギの天然漁獲量は年々急減してお

り、今後は人工種苗を育成して採卵用親貝として利用する必要がある。タイラギは成長に伴

ってメスの割合が上昇することから、安定的に採卵用親貝を確保するためには 3 年以上育

成する必要がある。これまでの海面筏における垂下飼育では、越夏回数が重なるほど死亡リ

スクが上昇する傾向にあることから、採卵用親貝を安定して育成可能な条件を調べるとと

もに、その条件を満たす海域を探す必要がある。 

3）採卵技術開発 

タイラギの産卵期に同一個体を用いて産卵期の初期と盛期に 2 回採卵を実施した。これ

まで産卵初期の採卵は積算温度で 2300℃・日に実施してきたが、今年度はそれよりもさら

に早い 2100℃・日に実施した。その結果、反応時間はやや長くなり、産卵数は 1 億粒以上

の個体と 5000 万粒程度の個体があった。孵化率は 30%以下と低い個体が多かった。ごとに

異なるが産卵盛期まで産卵誘発せずに飼育した個体の産卵数は多かった。卵径は大きいが D

型幼生は小さめであった。早期採卵でタイミングが早すぎる場合は、個体によって産卵数が

少ない、孵化率が低い、孵化幼生の殻長が小さい可能性があるかもしれない。 

種苗生産における採卵では、瀬戸内貝 1R で卵径および幼生殻長が 2R より小さかった。

これまでの個別採卵試験から、採卵回数が多くなると卵径は小さくなる、積算温度が大きく

なると卵径は小さくなる傾向が認められており、これらと矛盾する結果である。こうした例

もあるのかさらなるデータの蓄積が必要である。 

卵質評価の候補遺伝子のうち、chitin synthase、chitotriosidase-1、PIF は幼生で発現量が高

いことが確認され、正常に発生が進んでいることを示す指標として利用できる可能性が示

唆された。さらにサンプル数を増やして有効性を検証する必要がある。 
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【図表】 

 

 
 

図 1 個別採卵試験の結果。試験 1（●）、試験 2（●）の 1 回目、2 回目採卵におけるメス

個体の産卵誘発ペプチド投与から放卵までの反応時間（上段左）、産卵数（上段中央）、受精

率（上段右）、孵化率（下段左）、卵径（下段中央）、幼生殻長（下段右）。 

 

 
 

図 2 個別採卵と生産における採卵で得られた卵径（上）と幼生殻長（下）。瀬 1R-1：瀬戸

内貝 1R 孵化水槽 1、瀬 1R-2：瀬戸内貝 1R 孵化水槽 2、瀬 2R：瀬戸内貝 2R 孵化水槽 1、有

明：有明貝孵化水槽。 
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図 3 卵質評価の候補遺伝子の発現量。左から順に親貝群 1（G1:▲）、親貝群 2（G2:●）の

1、2、3 回目採卵試験における受精卵（橙）、幼生（青）サンプルでの発現量を示す。NA=：

検出されなかった個体数 
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ア．親貝養成と採卵技術の開発 

  ②ハマグリ親貝の養成と採卵技術の開発 

公益財団法人 三重県水産振興事業団 三重県栽培漁業センター 

濱辺 篤 

国立研究開発法人水産研究所・教育機構 水産技術研究所 

松本 才絵・舩山 翔平 

【目的】 

 ハマグリの早期採卵は、3 月上旬から陸上水槽で加温給餌飼育することで可能となってき

た。養成を行っていない親貝からは安定した採卵ができないため、早期採卵や安定した採卵

のためには陸上養成をする必要がある。一方で、一定期間親貝に垂下飼育を施せば、良質な

卵が採れることもわかった。 

本研究では、陸上水槽での加温給餌飼育および垂下飼育を実施することで、採卵結果に差

異があるか確かめた。また、養成親貝の採卵可能期間を把握するため、採卵結果の変化を調

べ、さらに採卵方法の改善を試みた。 

 

【研究方法】 

1） 垂下養成と陸上養成の比較試験 

令和 7 年 3 月と 4 月に、三重県桑名市の赤須賀漁業協同組合（以下、赤須賀漁協とする）

で水揚げされたハマグリ（銘柄：中大、大サイズ）を親貝として用いた。採捕した当日に、

アンスラサイト 1.3mm 径を約 5cm 敷いたプラスチック容器（トロフネ 80、幅 93cm×奥行

62cm×高さ 21cm）に親貝を並べて収容し、砂濾過海水（以下、海水）を 1 回転/時間になる

よう注水し、プラスチック容器は遮光した。翌日潜砂した親貝を取り上げ、垂下養成は水産

技術研究所南勢庁舎地先筏、陸上養成は三重県栽培漁業センターの 2.0m3FRP 水槽で実施し

た。垂下養成は親貝を約 10 個と砂利、軽石と一緒にネットに詰め、丸籠（直径 45cm）に収

容し、筏に垂下した。陸上養成は親貝を約 30 個を丸籠（直径 45cn）に入れ、2.0m3FRP 水槽

2 槽に収容し、海水を 1～2 回転/日で注水した。水温は 1kw チタンヒーターを用いて 1～

1.5℃/日で昇温し、20℃と 23℃の水槽を設置した。餌にはパブロバ・ルテリ（以下、パブロ

バ）またはイソクリシス・ガルバナ（以下、イソクリシス）、キ－トセロス・ネオグラシー

レ（以下、ネオグラシーレ）またはキートセロス・カルシトランス（以下、カルシトランス）、

ロドモナスの 3 種を細胞比 5：5：1 で混合したものを用いた。コールターカウンター（ベッ

クマン・コールター株式会社製：マルチサイザー4e）を用いて残餌濃度を 1 日に 3～4 回測

定し、飼育水の餌料濃度が 3～5×10×4cells/ml になるように定流量ポンプ（株式会社イワキ

製：EHN-B11VCMR）を使用し給餌を行った。 

親貝は定期的に水産技術研究所で生殖腺組織の観察を行った。サンプリングした親貝の

軟体部の一部を Davidson 液で固定し、パラフィン包埋して切片を作成後、ヘマトキシリン・

エオシン染色を施した。それらの検鏡を行い生殖腺の発達段階を、未分化期、成長初期、成
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長後期、成熟期、放出期の 5 つに分類をした。また、産卵に必要な積算温度や産卵成績を把

握するため、徳留ら（2019）を参考に、11℃を超えた水温を積算した。 

採卵は従来法として小林（2019）の方法を参考にし、採卵当日に親貝を水道水で洗浄、垂

下養成親貝に付着物がある場合は取り除き、直射日光下に 30～45 分間干出させる。その後、

20℃の海水を入れた 100L アルテミア孵化槽に収容し、1kw チタンヒーターを用いて水温を

1～2℃/時間ずつ昇温させた。25℃までに反応が見られない場合は、生殖腺懸濁液を作成し、

アルテミア孵化槽に添加した。さらに 30℃まで昇温しても反応がない場合は海水を注水し、

水温を下げた。放卵放精が始まり、精子濃度が濃い場合は適度に雄を間引きした。回収した

受精卵は、プランクトンネット（目合い：20・40・80・132・230 ㎛）を用いて海水で洗卵

し、27℃に調温した 30L パンライトに収容した。受精から 22 時間後に正常 D 型孵化率と平

均殻長を測定し、養成方法で結果を比較した。なお正常 D 型孵化率は次式により算出した。 

 

正常 D 型孵化率（％）＝正常 D 型幼生数（個）/卵収容数（粒）×100 

 

2） 養成親貝の抑制・維持試験 

令和 7 年 3 月に赤須賀漁協で水揚げされたハマグリ（銘柄：中大、大サイズ）を使用し、

23℃（23℃区）と 20℃（20℃区）で陸上養成した。養成親貝が採卵可能になったのを確認

してから、水温を 17℃まで下げた。随時、採卵を実施し、正常 D 型孵化率と平均殻長を調

べた。 

 

3） 採卵方法の省力化試験 

今年度は作業時間の短縮を目的とし、従来法から干出作業を省き、25℃から開始する方法

を短縮法とした。また、得られた受精卵を管理し、翌日の正常 D 型孵化率と平均殻長を調

べた。さらに採卵を簡易化するため、図 1 の採卵装置の孵化槽(1t ポリカーボネートタンク)

に親貝を収容し、注水を行い自然産卵させた。孵化した幼生をオバーフローで回収槽（2ｔ

アルテミア孵化槽）に自動で回収可能か試みた。 

 

【研究成果の概要】 

1） 垂下養成と陸上養成の比較試験 

親貝は令和 7 年 3 月 5 日と 4 月 9 日に購入し、それぞれ陸上・垂下養成を開始した。 

3 月群陸上・垂下養成親貝の生殖巣組織観察と積算水温を図 2、3 に示した。4 月上旬に 3

月陸上養成親貝は成熟期が半数となり、その後 4 月 14 日（積算水温 867℃・日）に採卵可

能となった。一方、垂下養成親貝は 1 か月以上遅れて、積算水温 1754℃・日で採卵可能と

なった。例年であれば陸上養成は、積算水温 750℃・日前後で採卵が可能となっていたが、

今年度は 867℃・日と採卵が遅れた。今年度 3 月群を 23℃で養成していた水槽で親貝の斃

死が発生したが、20℃で養成した水槽では斃死が発生しなかった。例年より餌料濃度を 4～
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5×10×4cells/ml の範囲内の高濃度を常に保ち、23℃の高水温で飼育したため斃死が発生した

と考えられる。その結果、養成中の不調により今年度は採卵が遅れたと考えられる。 

3、4 月群の陸上・垂下養成の採卵結果を表 1、2、個体あたり産卵量・正常 D 型孵化率・

平均殻長の推移を図 4、5 に示した。3 月垂下養成親貝は 6 月 9 日 1 回の採卵のみになった

しまったが、個体あたり産卵量は 138.4 万粒、正常 D 型孵化率 47.0％、平均殻長 118.8 ㎛で

あった。これは 3 月陸上養成親貝の 4 月 17 日採卵の個体あたり産卵量 67.1 万粒、正常 D 型

孵化率 83.5％、平均殻長 118.9 ㎛と 5 月 7 日採卵の個体あたり産卵量は 486.0 万粒、正常 D

型孵化率 61.5％、平均殻長 120.0 ㎛と同等の成績であった。4 月群は陸上・垂下養成で採卵

を 2 回ずつ実施し、個体あたり産卵量と平均殻長は同等であるが、正常 D 型孵化率は垂下

養成で高い傾向があった。 

 

2） 養成親貝の抑制・維持試験 

23℃区と 20℃区の個体あたり産卵量と正常 D 型孵化率および平均殻長と積算水温との関

係を図 6 に示した。23℃区は 4 月 14 日（積算水温 867℃・日）から採卵が可能となり、5 月

8 日に積算水温 1336℃・日で個体あたり産卵量が 175.7 万粒となり最も多くなった。20℃区

は 4 月 17 日（積算水温 832℃・日）から採卵が可能となり、5/7 に積算水温 1241℃・日で個

体あたり産卵量が 486.0 万粒となり最も多くなった。これらのことから個体あたり産卵量は

積算水温 1300℃・日前後が最も多い結果となった。正常 D 型孵化率は両区共に産卵期が進

むにつれて下がっていく傾向があった。平均殻長については、産卵期を通して大きく変化す

ることはなかった。昨年度は採卵成績が極端に下がることはなく、3 か月程度維持できてい

たが、今年度は 2 か月程で採卵成績が下がっている。これは養成中の親貝に斃死が発生した

ため、餌料濃度を下げるなどの対策が影響したと考えられる。 

 

3） 採卵方法の省力化試験 

短縮法の採卵は全部で 7 回実施した（表 5）。放卵までに掛かった時間は 45 分から 2 時間

35 分と差はあったが、平均 1 時間 29 分であった。従来法では平均 3 時間 30 分程度掛かっ

ていたので、短縮法で作業時間を約 2 時間程度短縮することが可能であった。採卵成績は 6

月 11 日以降の正常 D 型孵化率は 40％以下と低い値であるが、卵質が維持できていない影

響だと考えられる。前半の採卵成績に問題はないため、短縮法で採卵した卵への影響ではな

いと示唆される。 

自動回収採卵結果を表 6 に示した。7 月 14 日に孵化槽に親貝を収容し、7 月 16 日に幼生

を計数した。回収槽の正常 D 型幼生は 307.5 万個で平均殻長は 126.1 ㎛、死亡した D 型幼生

が 195.0 万個であった。孵化槽に残された正常 D 型幼生は 10.0 万個で平均殻長は 123.8 ㎛、

死亡した D 型幼生が 32.5 万個であった。回収槽に移動した幼生は 92.2％となり、自動回収

は可能であった。しかし、死亡した D 型幼生が多く、これは卵質を維持できていない産卵

期後期の親貝を使用した影響と考えられる。来年度は産卵最盛期の親貝を使用して検証す
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る必要がある。 

 

【次年度に向けた提言】 

 今試験で陸上養成と垂下養成を比較すると、垂下養成の正常 D 型孵化率は高い傾向があ

り、陸上養成は採卵成績を向上させる方法が必要であると考える。さらに、給餌量を高濃度

（4～5×10×4cells/ml）、高水温（23℃）で維持した結果、斃死が発生したことからも、安全な

陸上養成方法の開発が必要である。 

 採卵作業は短縮法で時間短縮と省力化に成功した。さらなる省力化を目指し、自動回収採

卵の開発を進める。 

 

参考文献 

小林 豊（2019）ハマグリ人工採卵技術．令和元年度二枚貝類飼育技術研究会． 

徳留剛彦・中野平二・松本才絵（2019）令和 2 年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業成

果報告書 
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【図表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 幼生自動回収装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2  3 月群陸上養成親貝の生殖腺組織観察と積算温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 3 月群垂下養成親貝の生殖腺組織観察と積算温度 
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採卵日 養成方法 積算温度 総重量 個数 産卵量
個体あた
り産卵量

卵収容数
正常D型
幼生数

正常D型
孵化率

殻長

（℃） （ｇ） （個） （万粒） （万粒） （万粒） （万個） （％） （㎛）
4月14日 陸上 867 926.0 27 341.8 25.3 341.8 163.3 47.8 115.8
4月17日 陸上 832 955.0 25 838.3 67.1 838.3 700.1 83.5 118.9
5月7日 陸上 1241 638.0 15 3645.0 486.0 720.0 442.5 61.5 120.0
5月8日 陸上 1336 580.0 15 1317.5 175.7 1317.5 727.5 55.2 118.0
6月9日 垂下 1754 1480.5 40 2767.5 138.4 1910.0 897.5 47.0 118.8
6月11日 陸上 1874 985.0 30 966.3 64.4 966.3 210.0 21.7 117.3
6月30日 陸上 2207 943.5 20 622.5 62.3 607.5 197.5 32.5 121.0
7月9日 陸上 2476 680.0 20 827.5 82.8 567.5 207.5 36.6 120.2
7月14日 陸上 2566 678.0 20 452.5 45.3 350.0 77.5 22.1 113.8

表 1 3 月群の陸上・垂下養成の採卵結果の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 3 月群の個体あたり産卵量・正常 D 型孵化率・平均殻長の推移 
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採卵日 養成方法 総重量 個数 産卵量
個体あた
り産卵量

卵収容数
正常D型
幼生数

正常D型
孵化率

殻長

（ｇ） （個） （万粒） （万粒） （万粒） （万個） （％） （㎛）
6月3日 陸上 1608.0 50.0 2140.0 85.6 2140.0 857.5 40.1 118.2
6月16日 垂下 1933.5 66.0 1692.5 51.3 1187.5 872.5 73.5 117.8
6月25日 垂下 862.5 31.0 1445.0 93.2 1445.0 1007.5 69.7 117.3
7月3日 陸上 1275.5 40.0 1855.0 92.8 1855.0 695.0 37.5 117.3

 

表 2 4 月群の陸上・垂下養成の採卵結果の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 4 月群の個体あたり産卵量・正常 D 型孵化率・平均殻長の推移 
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採卵日 総重量 個数 産卵量
個体あた
り産卵量

卵収容数
正常D型
幼生数

正常D型
孵化率

殻長

（ｇ） （個） （万粒） （万粒） （万粒） （万個） （％） （㎛）
5月7日 580.0 15 2時間00分 1317.5 175.7 1317.5 727.5 55.2 118.0
6月3日 1608.0 50 45分 2140.0 85.6 2140.0 857.5 40.1 118.2
6月9日 1480.5 40 1時間20分 2767.5 138.4 1910.0 897.5 47.0 118.8
6月11日 985.0 30 2時間35分 966.3 64.4 966.3 210.0 21.7 117.3
6月30日 943.5 20 1時間30分 622.5 62.3 607.5 197.5 32.5 121.0
7月9日 680.0 20 45分 827.5 82.8 567.5 207.5 36.6 120.2
7月14日 678.0 20 1時間30分 452.5 45.3 350.0 77.5 22.1 113.8

放卵までの
時間

採捕日 採卵日 総重量 個数 回収日 水槽
正常D型
幼生数
（生）

D型幼生数
（死）

殻長

（ｇ） （個） （万個） （％） （㎛）
回収槽 307.5 195.0 126.1
孵化槽 10.0 32.5 123.8

4月9日 7月16日20638.57月14日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 23℃区と 20℃区の個体あたり産卵量と正常 D 型孵化率および平均殻長の推移 

 

表 5 時間短縮法による採卵結果 

 

 

 

 
 

 

 

 

表 6 自動回収採卵結果 
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イ 人工種苗生産技術の開発 

①タイラギ人工種苗生産技術の開発 

水産研究・教育機構 

山田充哉・今井 正・前田 雪・伊藤 篤 

 

【目的】 

タイラギの安定した種苗生産技術を開発するために、水産研究・教育機構において開発し

た連結式飼育装置等を用いて、換水時の幼生移送のタイミングと幼生死亡の関係を調べ

る。 

 

【研究方法】 

（１）試験区設定と幼生飼育および着底稚貝の回収 

 連結式幼生飼育装置（500 L 円形黒色パンライト 2 本連結、総水量 1,000 L：以下、連結

水槽）において換水後に幼生を一方の水槽に移送するタイミングが幼生の生残に与える影

響を調べるため、2 つの試験区を設定した。すなわち、換水した日の夕方に幼生の移送を

開始する当日移送区（以下、当日区）と、換水した日は幼生移送を開始せずに飼育水だけ

を循環させ、翌朝に幼生移送を開始する翌日移送区（以下、翌日区）である。当日区は連

結水槽の運用として従来行われている管理方法であり、換水した水槽にスクリーンを付け

替えて循環経路を逆転させることで新しく湛水した海水の中に幼生が流入する。一方、翌

日区は換水後の翌朝までスクリーンを付け替えずに換水前と同じ循環経路を維持すること

で、幼生が泳ぐ古い飼育水にもう一方の水槽から新しい海水が流入して混合される。両水

槽の海水が充分に混合した翌朝にスクリーンを付け替えて循環を逆転させることで幼生移

送を開始するものである。これらに加え、昨年度得られた知見の再現性を確認するため、

換水を行わない無換水区を設けた。水量および幼生密度を合わせるため、他 2 区と同様の

連結水槽を使用し、換水および水槽洗浄は行わずに、当日区と同じタイミングで幼生移送

のみを繰り返した。各試験区は 2 反復（連結水槽 2 セット）とした。 

 2025 年 6 月 11 日に採卵した瀬戸内海産タイラギの D 型幼生を連結水槽各セットに 110

万個体になるように収容し、6 月 12 日から 62 日齢となる 8 月 12 日まで飼育した。飼育水

撹拌用のローターの回転数は毎分 90 回転とし、水面に張り付いた浮遊幼生を沈めるため

に水槽上部から 20 分に 1 回 20 秒間の海水噴射を行った。給餌は一日 2 回朝夕に行い、自

家培養した Isochrysis sp. (Tahiti)と市販品の Chaetoceros calcitrans （ヤンマー製）を細胞数

に基づいて 3:1 の割合で混合して給餌した。給餌前に各連結水槽の幼生が多く寄っている

水槽から飼育水を採取し、コールターカウンター（Multisizer 3、ベックマンコールター社

製）で残餌量を測定し、目標値に対して不足した分の餌を投入することで全水槽の給餌後

餌料密度が同じになるように調整した。1 日齢から 11 日齢にかけては給餌後細胞密度を

5,000 cells/mL から 1 日毎に 1,000 cells/mL ずつ増やし、12 日齢以降は 15,000 cells/mL とな
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るように給餌した。 

当日区と翌日区については毎週火曜日と金曜日に幼生がいない水槽の洗浄と換水を行っ

た。換水に合わせ、浮遊幼生が入っている水槽から内径 4mm のアクリル管を用いて 20－

50 mL（10mL×3－5 本）の柱状採水を行った。採水量は幼生の生残密度に合わせて変更し

た。各水槽について 20－50 mL 分の採水を 3 回行い、それぞれの浮遊幼生数を計数した。

また、計数後の幼生をスライドグラス上に集め、最大 31 個体の殻長（殻頂部と腹縁部前

端の直線距離）を測定した。また、換水による幼生の状態変化を把握するため、毎朝すべ

ての水槽を目視確認し、幼生の沈降の有無や沈降した幼生によって形成される塊（以下、

沈降塊）の大きさを記録した。換水後に幼生移送を開始した日からの経過日数別に沈降の

発生頻度を計数し、連結水槽ごとの幼生移送回数で除すことで、幼生移送日間における経

過日数別の沈降発生割合を算出した。 

浮遊幼生の最大殻長が 400μm に達して以降は、換水時に着底稚貝の回収作業を行った。

連結水槽からの排水、ならびに水槽底の付着物を海水噴射で洗い落とし、それらを目合い

250μm のプランクトンネットで濾して着底稚貝の確認と回収を行った。無換水区は別途用

意した 500 L 円形パンライトに排水した飼育水を貯留し、上述の方法で着底稚貝を回収し

た後、水槽洗浄を行わずに貯留した飼育水を戻した。着底稚貝の計数は目視で行い、数が

多い場合には箱型プランクトン分割器による分画の計数値に分画回数を乗じて推定値を算

出した。回収した着底稚貝はダウンウェリング容器に収容し、Isochrysis sp. (Tahiti)を給餌

して飼育した。Isochrysis sp. (Tahiti)はポリカーボネート製透明 500 L パンライトを使用し

て太陽光下で培養したものを用いた。 

（２）統計解析 

 3 試験区間で日齢に応じた幼生密度の変化パターンが異なっているかを調べるため、全

水槽で着底稚貝が出現し始める直前の 51 日齢までのデータを用い、一般化加法モデル

（GAM）による解析を実施した。この解析では、試験区および日齢を説明変数、各日の幼

生密度を応答変数とし、試験区内の水槽の別をランダム効果に設定した。時間経過に伴う

応答変数の非線形な変化に対応するため、試験区ごとに異なる時間平滑項を許容した。ま

た、日齢に応じた試験区間の非線形な関係性を評価するため、同時信頼区間を用いた差分

スムースによって試験区間の差の時間依存性を評価した。応答変数の同時 95 %信頼区間

は、1,000 回のブートストラップシミュレーションにより推定した。 

 

【研究成果の概要】 

GAM により推定された試験区別の幼生密度の変化を●図 1、試験区間の平滑化された時

間スムースの差分の変化を●図 2 に示した。試験区ごとの時間平滑項はいずれも有意であ

り（p < 2×10-16）、ランダム効果も有意であったことから（p = 0.00028）、3 試験区全体で見

ると日齢に応じた幼生密度の変化パターンは異なっており、かつ水槽間で幼生密度にばら

つきが生じていたと言える。一方、同時信頼区間を用いた差分スムースによる試験区間差の
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時間依存性を試験区総当たりで評価したところ、当日区と無換水区の差分スムースは 0 を

またいでおり、幼生密度の推移に有意差は認められなかった。当日区と翌日区の間では 40

日齢以降、翌日区と無換水区の間では 30 日齢以降に差分スムースが 0 から大きく逸脱し、

翌日区が有意に低密度化していた。これらの結果から、翌日区は他の 2 試験区に比べて 30

日齢以降に顕著な減耗が生じ、無換水区は従来の管理方法である当日区と同等の生残を示

したと言える。 

 観察された沈降塊の大きさと数から幼生沈降の程度を色分けして水槽別に整理したもの

を●図 3 に示した。また、幼生移送開始からの経過日数別の沈降発生割合を●表 1 に示し

た。沈降発生のパターンは 37 日齢を境界として試験区間で異なり、37 日齢以前においては

無換水区の発生率が明らかに低かった。当日区は全期間において移送開始翌日（すなわち、

換水翌日）に沈降する頻度が高く、無換水区は移送開始から 2 ないし 3 日後（すなわち、換

水の翌々日以降）に沈降する傾向が見られた。翌日区は 37 日齢以前においては移送開始 2

日後に沈降する頻度が高く、38 日齢以降では 1 日後に沈降する頻度が高かった。 

今年度の試験区設定は、幼生を取り巻く環境水が換水によって急激に変化する場合（当日

区）と緩やかに変化する場合（翌日区）、ならびに換水による変化がない場合（無換水区）

を比較するものである。無換水区が全期間を通して他 2 区よりも比較的高い生残で推移し

たこと、および 37 日齢以前における沈降の発生率が明らかに低かったことから、換水によ

る飼育水の変化は常に幼生に対して負の影響を与えるリスクを含んでいると言える。また、

38 日齢以降の翌日区において移送開始 1 日後の沈降発生率が高かったことから、幼生にと

って換水による急激な水の変化を緩和したとしても、洗浄済の水槽に移送すること自体が

負の影響を及ぼしている可能性もある。38 日齢以降は全区で沈降が発生したことは換水に

よる水の変化以外の要因が幼生の不調を引き起こすことを示している。38 日齢以降は徐々

に着底が始まる成長段階に移行するため、例えば幼生の体質変化や栄養蓄積の不足といっ

た未測定の要因と水質変化などが複合的に作用している可能性が考えられる。しかし、水質

変化が最も少ないはずの無換水区において移送から数日後に沈降する傾向が見られた原因

は不明である。 

結論として、タイラギの幼生飼育においては換水すること自体が幼生に負の影響を及ぼ

すリスクを含んでおり、換水後の幼生移送タイミングを遅らせることで水の急激な変化に

よるダメージを回避する効果は少なからずあると言える。しかし、特に飼育期間後半におい

ては水槽間の幼生移送そのものがダメージを与える可能性があることから、給餌内容や幼

生飼育密度等の変更によって移送によるダメージを回避可能か検討する必要がある。 

 

【次年度に向けた提言】 

 連結水槽は 2 本の水槽を連結して飼育水を循環し、幼生が一方の水槽に寄った段階でも

う一方の水槽を洗浄・換水することで、幼生に直接触れることなく飼育を続けられるもので

ある。しかし、その構造上、飼育水を完全に入れ替えることができず、常に全量の半分まで
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しか飼育水を交換することができない。特にタイラギの幼生は着底までに要する日数が長

いため、古い飼育水を半量ずつ引き継いでしまう換水を繰り返すことで、連結水槽ごとに飼

育水の性質のずれを蓄積してしまう可能性がある。また、幼生は数日間隔で片側の水槽に寄

るものの、その間には両方の水槽を遊泳している日があり、飼育中の幼生密度を定義するこ

とも難しい。本事業では今年度までに、換水の有無、それに関連する水質や細菌叢の変化、

換水時の水の変化の緩急など、連結水槽を使用して幼生死亡を引き起こす原因や回避策を

検討してきたが、上述のような連結水槽の構造上ならびにデータ取扱い上の複雑さを排除

することができず、常に未知の因子を想定せざるを得ない状況にあると言える。連結水槽と

はそのような複雑な因子で構成される飼育装置であるという前提を持った上で、その運用

方法の改善、および科学的知見の蓄積による種苗生産技術の安定化を図るためはできるだ

け単純な構造の飼育装置で飼育実験を行う必要がある。 

一方、連結水槽を用いても幼生の栄養状態さえ良ければ生産成績が向上するのではない

かという意見もあることから、連結水槽の従来の運用方法を踏襲して給餌内容や成長段階

別の適切な幼生密度の検討を行うことで、種苗生産技術の安定化を図る戦略も残されてい

る。 
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【図表】 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．試験区別の幼生密度の変化。点は実測
値、実線は実測値に基づく推定値、グレー帯
は同時 95 %信頼区間。 

図 2．試験区総当たりにおける幼生密度の
平滑化時間効果差分の変化。実線は推定
値、グレー帯は同時 95 %信頼区間。縦軸は
対数スケール。 

０日 １日 ２日 ３日以降

～ 37 days 当日移送区１ - 31 0 6
当日移送区２ - 38 0 6
翌日移送区１ 6 13 19 6
翌日移送区２ 6 6 19 0
無換水区（当日移送）１ - 0 0 25
無換水区（当日移送）２ - 0 6 6

38 days ～ 当日移送区１ - 38 6 0
当日移送区２ - 44 0 0
翌日移送区１ 6 6 0 6
翌日移送区２ 6 31 6 0
無換水区（当日移送）１ - 6 13 13
無換水区（当日移送）２ - 6 6 19

幼生移送開始からの経過日数

表１．連結水槽別の幼生移送回数に対する幼生沈降の発生率（%） 



 
 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

極軽微
No.1 No.2 No.1 No.2 No.1 No.2 No.1 No.2 No.1 No.2 No.1 No.2 軽微

0 中傷
1 重度
2 壊滅的
3
4
5
6 換水 換水 換水 換水

7
8
9 換水 換水 換水 換水

10
11
12
13 換水 換水 換水 換水

14
15
16 換水 換水 換水 換水

17
18
19
20 換水 換水 換水 換水

21
22
23 換水 換水 換水 換水

24
25
26
27 換水 換水 換水 換水

28
29
30 換水 換水 換水 換水

31
32
33
34 換水 換水 換水 換水

35
36
37 換水 換水 換水 換水

38
39
40
41 換水 換水 換水 換水

42
43
44 換水 換水 換水 換水

45
46
47
48 換水 換水 飼育終了 換水

49
50
51 換水 換水 飼育終了 換水

52
53
54
55 換水 換水 換水

56
57
58 換水 換水 換水

59
60
61
62 換水 換水 換水 撤収 撤収

連結水槽５ 連結水槽６日齢
当日区 翌日区 無換水区

連結水槽１ 連結水槽２ 連結水槽３ 連結水槽４

図 3．連結水槽別の幼生沈降の発生状況。沈降塊の
大きさと数に基づき、沈降量の程度を色別に表示。 
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イ．人工種苗生産技術の開発 

  ②ハマグリ人工種苗生産技術の開発 

公益財団法人 三重県水産振興事業団 三重県栽培漁業センター 

濱辺 篤 

【目的】 

 ハマグリ人工種苗生産において、着底期の大量減耗が問題となっているが、飼育技術の向

上や幼生の選別で生残率は改善されてきているが、完全に問題が解消されたわけではない。 

本研究では、陸上・垂下養成された親貝からの採卵成績に差があることから、それらから

得られた幼生を個別に飼育することで、生残率などに違いがあるか調べた。 

 

【研究方法】 

2） 親貝の養成方法による飼育成績の比較 

親貝の養成と採卵技術の開発で得られた正常 D 型幼生を、供試個体として試験を実施し

た。得られた幼生はダウンウェリング方式（牧野ら 2016）で水温 33℃、飼育海水は塩分を

調整し、飼育開始時から殻長 150µm までは塩分 19、殻長 150～180µm は塩分 15、殻長 180µm

から着底完了までを塩分 12.5、着底完了後は塩分 19 とした（長谷川 2019）。飼育海水には

砂濾過海水を 1.0、0.5µm のカートリッジフィルターで濾過後、紫外線殺菌装置（ヤンマー

舶用システム製：YUV-4T）を用いて殺菌した海水（以下、UV 海水）と紫外線殺菌装置で殺

菌した水道水を混合させ、塩分を調整し 1kw チタンヒーターで 33℃に加温した。飼育容器

には 30L パンライトを高さ 15cm 程度で輪切りにし、底面にプランクトンネット（目合い

58、80、106µm）を張ったものを使用した。飼育水槽には 100L パンライト（SLP-100）を使

用し、13Φ のパイプを縦 76cm（先端には 25×13Φ の異形ソケット）×横 38cm（先端は 13Φ

キャップ、パイプには直径 2.5mm の穴を 1cm ピッチ）の器具の下方からエアレーションを

行い、エアリフトを用いて飼育容器上方から 0.5～1.0L/分で散水し、飼育水を循環させた。 

餌料は培養したパブロバ・ルテリとキートセロス・カルシトランスを細胞数が 1：1 とな

るように混合してから使用した。飼育水中の残餌をコールターカウンターで 1 日 2 回測定

し、餌料濃度が 5,000～120,000cells/ml になる様に給餌した。 

着底期（殻長 180 µm 前後、匍匐行動あり）には粒子径約 160～200 µm に揃えた貝化石を

飼育容器の底面に薄く覆う程度に散布した。飼育水と飼育水槽は毎日交換し、飼育容器及び

幼生は UV 海水で毎日シャワー洗浄した。幼生の成長に合わせ、目合いの大きい飼育容器に

適宜交換した。べラムを用いて浮遊する個体がいなくなったのを着底完了とし、着底完了か

ら 3 日以上飼育した後、着底稚貝数を計数し、生残率などを比較した。 

 

【研究成果の概要】 

4） 親貝の養成方法による飼育成績の比較 

親貝は令和 7 年 3 月 5 日と 4 月 9 日に購入し、それぞれ陸上・垂下養成を開始した。採
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卵は陸上養成 4 月 17 日、垂下養成 6 月 9、19 日に実施し、得られた正常 D 型幼生を使用し

た。 

 飼育結果を表 1 に示した。陸上・垂下養成の生残率は、それぞれ 39.6～56.3％、18.8～49.0％

と大きな差はなく同等であった。着底日齢の平均日数は、陸上・垂下養成でそれぞれ 20 日、

16 日となり、垂下養成の方が着底完了が早い傾向があった。これは陸上・垂下養成で浮遊

期の成長に差はないが、着底期の成長停滞期間が陸上養成の方が、長い傾向にあったためと

考えられる（図 1）。飼育期間の生残率の推移を図 2 に示した。浮遊期の生残率は垂下養成

の方が高く、着底期での斃死は陸上養成の方が少なかった。これは垂下養成の浮遊期での生

残率が高く、着底期の適正幼生密度を超えてしまったため、飼育環境をコントロールするこ

とができず、斃死が発生したと考えられる。対策として浮遊期での生残数が多い場合は、分

槽もしくは間引きすることが有効な手段である。 

 

【次年度に向けた提言】 

 陸上養成と垂下養成を比較すると、垂下養成の方が浮遊期の生残率が高く、着底完了まで

の日数が短い傾向があった。同一親貝群を使用しても、養成方法の違いで飼育成績に差があ

ることを確認できた。 

今回の結果から、親貝の飼育されていた環境で幼生の飼育成績に違いがあることからも、

採卵で得られた幼生から、より良質な幼生を選別する技術は必要と考える。これまでに正常

D 型孵化率と平均殻長を基準に良質な幼生を選別してきたが、さらにもう一段階の選別手

法を加えることで、種苗生産の安定化を目指す。 
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（％） （㎛） （万個） （万個） （％） （㎛） （日）
120.0 67.5 56.3 245.0 20

4月17日 120.0 47.5 39.6 243.1 20
120.0 56.3 46.9 239.5 20

49.3 118.8 120.0 58.8 49.0 239.8 15
55.0 120.7 120.0 22.5 18.8 230.3 15

6月19日 69.8 119.0 120.0 30.0 25.0 255.6 18
垂下

殻長 着底日齢

88.5 119.1

養成方法

陸上

正常D型
孵化率

開始時
殻長

収容数
着底

稚貝数
生残率採卵日

6月9日

【図表】 

 

表 1 養成方法の違いによる飼育結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 平均殻長の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 生残率の推移 
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令和７年度報告書 

ウ 母貝育成技術と標識技術の開発 
①瀬戸内海西部海域におけるタイラギ母貝育成技術の開発 

山口県水産研究センター 

   金田 誠正・茅野 昌大 

【目的】 

瀬戸内海西部海域において、人工種苗を用いて、干潟移植式と海域垂下式によって、移植・

垂下場所の環境調査、移植・垂下技術の開発、移植・垂下種苗の保護育成、移植・垂下育成

の効果把握を行うことにより、殻長 200mm 以上のタイラギ母貝を育成する技術を開発する

ことを目的とする。 

 

【研究方法】 

1） 干潟移植式 

①試験場所 

試験は山口県山口市の秋穂湾干潟域で行った（図 1）。なお、これまでの試験結果から、

秋穂湾においては、湾央、湾口に比べて湾奥がタイラギ稚貝の育成に適している可能性が示

唆されている。 

②環境調査 

タイラギ稚貝を育成する場所の環境を把握するため、秋穂湾奥に調査地点（St.2）を設け

（図 2）、水質と底質の環境項目の調査を行った。水質環境項目は、令和 6 年 10 月から令和

8 年 2 月までの期間に概ね 10 日間ごとに調査を行い、午前 9 時頃に海底上 0.5m 層の水温、

塩分およびクロロフィル a を測定した。また、底質環境項目は、令和 6 年 11 月から令和 8

年 1 月までの期間に概ね 3 か月間ごとに調査を行い、内径 4 ㎝の筒を用いて表面から 10 ㎝

深までの底質を採取し、全硫化物量および粒度組成を測定して中央粒径値と泥分率を求め

た。 

③移植密度試験（移植手法の検討） 

昨年度実施した試験により移植手法としてのばらまきの有効性が示された。一方で昨年

度の試験時にて、ばらまき移植後にタイラギ稚貝が潜砂する前に、潮流によって被覆網の一

方に固まる現象がみられた。これにより稚貝の潜砂障害や被覆網外への流出が発生し、移植

初期に減耗が発生していると考え、この課題を解決するために移植初期の保護手法の検討

試験を行った。 

令和 7 年 5 月 26 日から令和 8 年 11 月 7 日までの期間（165 日間）、秋穂湾奥の干潟域に

おける地盤高+30cm（潮位表基準面）の場所（St.2）に試験区を設けた（図 2）。試験には、

水産技術研究所（百島庁舎）が種苗生産し、山口県水産研究センターが中間育成した、平均

殻長 79.2mm のタイラギ稚貝（令和 6 年産有鱗型）を用い、目合 3mm のトリカルネット(図

3)により保護を行う試験区（以下、「トリカルネット初期保護区」という。）と従来通り目合
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16 ㎜の網を用いた盛り上げ式被覆網（図 4）により保護を行う試験区（以下、「被覆網初期

保護区」という）を設置した（n=5）。稚貝は両区ともばらまきで 100 個/㎡の密度で移植し

た。あわせて、殻長測定用に採取する稚貝試料として、同様の密度で移植し、それぞれの保

護手法で保護を行った（n=5）。トリカルネットにより保護を行った区は、後日干潮時に稚貝

の潜砂を目視で確認した後、盛り上げ式被覆網による保護に切り替えた。追跡調査は、試験

期間に原則 1 か月間ごとに生残率の確認を、令和 7 年 9 月と同年 11 月に殻長の測定を行っ

た。干出時に調査を行う必要があるため、調査日時は原則として大潮期の干潮時刻とした。 

 

2） 海域垂下式 

①試験場所 

 試験は山口県山口市の山口湾浅海域に設置したロープ筏で行った（図 1）。 

②環境調査 

タイラギ稚貝を育成する場所の環境を把握するため、山口湾に調査地点を設け（図 2）、

水質環境項目の調査を行った。令和 6 年 10 月から令和 8 年 2 月までの期間に概ね 10 日間

ごとに調査を行い、午前 9 時頃に水深 1.5m の水温、塩分およびクロロフィル a を測定した。 

③収容密度試験（育成方法の検討） 

これまでの試験では、海域垂下式は干潟移植式に比べると、タイラギ稚貝の成長が遅く、

目標とする殻長 200mm に到達できていない状況である。成長阻害の要因として、育成カゴ

内に空隙を設けるために設置した仕切りによる成長への影響が考えられたことから、改め

て育成方法を検討するための試験を行うこととした。 

令和 6 年 10 月 8 日から令和 8 年 2 月 24 日までの期間（504 日間）、山口湾のロープ筏に

試験区を設けた（図 2）。試験には、水産技術研究所（百島庁舎）が種苗生産し、山口県水産

研究センターが中間育成した、平均殻長 108.5mm のタイラギ稚貝（令和 5 年産有鱗型）を

用い、育成には、丸カゴ（0.071 ㎡）、角カゴ（小）（0.100 ㎡）、角カゴ（大）（0.182 ㎡）を

用い（図 5）、可能な限り収容密度を統一して、それぞれ 8 個/カゴ（113 個/㎡）、11 個/カゴ

（110 個/㎡）、20 個/カゴ（110 個/㎡）の密度で収容した（n=5）。軽石（粒径約 10 ㎜）を基

質に用い、収容した稚貝の後縁まで覆い、水深 1.5m に垂下した。追跡調査は、試験期間に

1 か月間ごとに生残率の測定を行った。生残率測定時に稚貝後縁が基質表面よりも露出して

いた場合、基質の補充を行い、常に稚貝後縁まで基質に埋在している状態を保った。また、

概ね 6 か月ごとに育成カゴの交換を行い、あわせて育成カゴごとに殻長の測定を行った。 

 

【研究成果の概要】 

1) 干潟移植式 

①環境調査 

 水質環境項目では、水温は 6.8℃（令和 7 年 2 月中旬）～29.8℃（令和 7 年 8 月上旬）の

範囲で、塩分は 30.40（令和 7 年 7 月上旬）～33.47（令和 8 年 2 月下旬）の範囲で、クロロ
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フィル a は 0.15μg/L（令和 7 年 2 月下旬）～3.15μg/L（令和 7 年 7 月下旬）の範囲で推移し

た（図 6、図 7、図 8）。それぞれの特徴として、水温は前年の 11 月中旬よりも早い 11 月初

旬に 20℃を下回ったこと、塩分は全体を通して台風や目立った降雨等がなく、例年発生す

る梅雨時期から夏季にかけての低下がなかったこと、クロロフィル a は 8 月に急激な増加

がみられたことが挙げられる。 

 底質環境調査では、全硫化物量は 0.06 mg/g 乾泥（令和 7 年 1 月、令和 7 年 4 月、令和 8

年 1 月）～0.09 mg/g 乾泥（令和 7 年 10 月）の範囲、中央粒径値は 0.4mm（令和 6 年 10 月、

令和 7 年 4 月）～0.9mm（令和 8 年 1 月）の範囲、泥分率は 4.6％（令和 7 年 1 月）～12.7％

（令和 7 年 10 月）の範囲で推移した（図 9、図 10、図 11）。全ての環境項目について、タ

イラギ稚貝を育成する環境として適していたと考えられる。 

②移植密度試験（移植手法の検討） 

 移植から 3 日後の 5 月 29 日に両試験区を目視確認したところ、トリカルネット初期保護

区ではトリカルネット下で均等にタイラギ稚貝が存在している様子が確認されたのに対し

て、被覆網初期保護区では被覆網下の一部にタイラギ稚貝が固まって存在している様子が

確認された。潜砂状況についてはタイラギ稚貝の半数ほどしか潜砂していない状況であっ

たため、トリカルネットから被覆網への切り替えは行わなかった。 

ばらまき移植から 30 日後の 6 月 25 日に両試験区を目視確認したところ、死殻を除く全

てのタイラギ稚貝の潜砂が確認されたため、トリカルネットから被覆網への切り替えを行

った。 

令和 7 年 6 月から同年 9 月までの期間の追跡調査は、想定以上に生残個体が多く、全量

計数することが困難であったため、令和 7 年 10 月から追跡調査を行った。 

平均生残率（令和 7 年 11 月）は、トリカルネット初期保護区で 54.2%、被覆網初期保護

区で 65.6%であり（図 12）、両試験区の生残率を比較すると、被覆網初期保護区の方がトリ

カルネット初期保護区より有意に高いという結果を示した(t-test, p<0.05)。 

平均殻長（令和 7 年 11 月）は、トリカルネット初期保護区で 156.9mm、被覆網初期保護

区で 151.4mm であった（図 13）。殻長に関しては両試験区に有意な差はみられなかった(t-

test, p≧0.05)。 

本年度も昨年度に引き続き、ばらまき移植法を検討する試験を行った。本年度は移植稚貝

として平均殻長79.2mmのものを供試したが、これは昨年度試験に供試した平均殻長59.8mm

のものに比べ約20mm程度大きかった。今回の結果により、昨年度有効性が確認された60mm

サイズに加え、80mm サイズでもばらまき移植が干潟への移植方法として有効であることが

示された。 

また、移植初期の減耗防止を期したトリカルネット初期保護区は、従来法である被覆網初

期保護区に比べ、タイラギの潮流による移動を抑制する効果があることが示された。加えて、

30 日後に試験区を確認した際ほぼ全てのタイラギが潜砂していたこと、最終的な殻長に差

がなかったことから、トリカルネット保護はタイラギ稚貝の潜砂を阻害せず、1 か月程度の
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設置ではタイラギの成長に影響を与えないことが示唆された。 

一方で、最終的なタイラギの生残率としては、被覆網初期保護区の方がトリカルネット初

期保護区より高いという結果になった。この理由としては、過去の試験結果からタイラギの

生残率は移植密度が高密度になるほど高くなるという密度効果の逆転現象が知られており、

被覆網初期保護区ではタイラギが潜砂前に潮流に流され、一部に固まることにより高密度

状態が発生し、結果的にタイラギが被覆網下に均等に存在したトリカルネット初期保護区

よりタイラギの生残率が高くなったものと考えられる。 

 

2) 海域垂下式 

① 環境調査 

 水質環境項目では、水温は 7.4℃（令和 7 年 2 月下旬）～28.9℃（令和 7 年 8 月上旬）の

範囲で、塩分は 30.70（令和 8 年 6 月中旬）～33.46（令和 8 年 2 月下旬）の範囲で、クロロ

フィル a は 0.41μg/L（令和 8 年 2 月上旬）～2.57μg/L（令和 7 年 9 月中旬）の範囲で推移し

た（図 6、図 7、図 8）。山口湾でも前述した秋穂湾と共通する特徴がみられた。 

② 収容密度試験（育成方法の検討） 

令和 7 年 4 月と同年 11 月に育成カゴの交換を行い、あわせて育成カゴごとに殻長の測定

を行った。また、令和 7 年 9 月に生残率の測定を行った際、角カゴ（大）区の 5 カゴのうち

の 1 カゴでタイラギの全数へい死が確認されたため、当該育成カゴの撤去を行った。 

平均生残率（令和 8 年 2 月）は、丸カゴ区で 40.0%、角カゴ（小）区で 54.5%、角カゴ（大）

区で 12.0%であり（図 14）、各区の生残率に有意差がみられた(ANOVA, p<0.05)。また、各区

の生残率を比較したところ、角カゴ（大）区と角カゴ（小）区の生残率には有意差がみられ

たものの(Tukey-test, p<0.05)、丸カゴ区と角カゴ（小）区、丸カゴ区と角カゴ（大）区の生残

率には有意差はみられなかった(Tukey-test, p≧0.05)。 

平均殻長（令和 7 年 11 月）は、丸カゴ区で 157.6mm、角カゴ（小）区で 151.8mm、角カ

ゴ（大）区で 143.5mm であった（図 15）。丸カゴ区と角カゴ（小）区の殻長に有意差はみら

れなかった(t-test, p≧0.05)。 

育成期間全体では令和 7 年 2 月から 4 月にかけて全ての試験区でタイラギのまとまった

へい死が発生した。この原因としては、1~2 月の低水温時に衰弱した貝が遅れてへい死した

可能性が考えられる。特に角カゴ（大）区では前述の期間中に生残率が 94.0%（令和 7 年 2

月）から 33.0%（令和 7 年 4 月）まで低下した。他の試験区に比べ角カゴ（大）区の生残率

が低かった理由は不明であるが、カゴの内部に間隙を有する角カゴ（大）の構造が稚貝の生

育に悪影響を及ぼした可能性が考えられる。 

一方で丸カゴ区と角カゴ（小）区を比較すると、生残率では角カゴ（小）区、殻長では丸

カゴ区が優れていたが、両者で有意な差はみられなかった。角カゴ（小）の方が丸カゴより

も底面積が大きく稚貝の生残率も高いため、多くの稚貝を収容し、母貝まで育成するという

点においては角カゴ（小）区の方が優れているといえる。 
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【次年度に向けた提言】 

干潟移植式では、昨年度に稚貝 60 個/㎡以下の密度における適正密度を確認しているが、

まだ最適密度は判明していない。今年度は 100/㎡の密度におけるばらまき移植の有効性が

確認できたため、次年度は、環境調査を継続するとともに、ばらまきにより非常に高密度な

移植試験を行い、最適密度を明らかにする必要がある。また、その際、高密度でばらまいた

タイラギ稚貝を試験区内で均等に潜砂させるためには、トリカルネット保護を行う必要が

ある。 

海域垂下式では、次年度は、環境調査を継続するとともに、本年度生残率が高かった角カ

ゴ（小）を基本として既存の条件を再検討する試験を実施し、母貝の育成方法を確立する必

要がある。 
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【図表】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1  試験場所（山口湾および秋穂湾） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 調査地点（St.2 およびロープ筏） 
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図 4 トリカルネット保護 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 盛り上げ式被覆網 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 育成カゴ 
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図 6 水温の推移 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 7  塩分の推移 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図 8  クロロフィル a の推移 
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図 9  全硫化物量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10  中央粒径値の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11  泥分率の推移 



 
 

40 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 12 平均生残率の推移（移植密度試験） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 13 平均殻長の推移（移植密度試験） 
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図 14 平均生残率の推移（収容密度試験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 平均殻長の推移（収容密度試験） 
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ウ．母貝育成技術と標識技術の開発 
②大分県北部海域におけるタイラギの母貝育成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター 水産研究部 北部水産グループ 
内海 訓弘・徳光 俊二 

【目的】 
大分県北部海域における人工種苗を用いたタイラギ母貝団地造成技術を開発することを

目的とした。 
これまでの研究成果では、殻長約 5cm の有鱗型タイラギ人工種苗を海底に蒔いて移植し

被覆網を用いて保護した。その後、2 歳となる春には殻長約 15 ㎝となり、ほぼ全ての個体
が成熟した。その冬には殻長約 17cm に成長し、生残率は 0.0～18.5%であった。このため、
さらなる成長と生残率の向上を目指して被覆網の管理方法について検討を行った。 
 
【研究方法】 

試験には2021から2025年に国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産技術研究所（百
島庁舎）が採卵し、殻長10mm程度まで飼育後、山口県水産研究センターが約2か月間中間
育成し、殻長50mm程度に成長した有鱗型タイラギ人工種苗を用いた。なお、それぞれ
2021年生まれ、2022年生まれ、2023年生まれ、2024年生まれ、2025年生まれとした。 

2021年生まれは、2021年11月29日大分県北部海域の姫島の北側に位置する観音崎地先
（図 1）に51.6±10.8mmの稚貝および12月6日両瀬地先に60.5±13.3mmの稚貝を、それ
ぞれスキューバ潜水によって地元潜水漁業者が各試験区に設置した。試験区は1×1mの範
囲内に人工種苗を400および200個/㎡の密度で地撒き放流した後、その海底上面を逸散・
食害防止のための被覆網（目合い15 ㎜、空隙確保のため網中央部に浮子および網周囲に
沈子コードを装着：写真1）を設置した。これらは2～3か月毎に海中にて被覆網を手で揉
んで汚れを落とすことで網を掃除し、試験区毎に生存しているタイラギを無作為に10個体
程度サンプリングし、殻長・つがい長・殻高・殻付き重量・軟体部重量・閉殻筋(貝柱)重
量を測定した。 

 また、2022年11月5日に観音崎および12月3日に両瀬において区画内の生存個体を取り上
げ、網を2×2mの被覆網に広げて再収容（以下、展開という。）を行った。なお、観音崎の
200個/ｍ2の試験区ひとつについては取上げを行わずに2×2mの被覆網に網替えのみを行っ
た。 

2022年生まれは、2022年12月3日観音崎に同様の方法で試験区を設置した。試験区は1
×1mの被覆網に重さ90g/mの沈子コードを1重に装着した基本区、2重の2倍区、3重の3倍
区およびサンプリングをしない3倍区の4試験区に、45.0±7.7mmタイラギ稚貝の200個/㎡
の密度で地撒き放流した。また、2024年1月27日に区画内の生存個体を取り上げ、2×2m
の被覆網に替えて展開を行った。 

2023年生まれは2023年12月4日観音崎および12月5日両瀬に同様の方法で試験区を設置
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した。試験区は2.4×2.4mの被覆網にサンプリングをする区、およびしない試験区をそれ
ぞれ設置し、46.7±10.1mmタイラギ稚貝の各750個体、130.2個/㎡の密度で地撒き放流し
た。なお、2021年生まれと同様の管理・サンプリングを行った。 

2024年生まれは、2024年12月12日に西浦、12月2日に両瀬へ同様の方法で試験区を設置
した。試験区は1×1mの上部を巾着状にした鉄筋カゴ区（側面トリカルネット9mm、上部
ナイロンラッセル網15mm）、モジ網区（目合い4mm）、ナイロンラッセル網区（目合い
15mm）をそれぞれ設置し（写真2）、46.7±10.1mmタイラギ稚貝の各500個/㎡の密度で地
撒き放流した。なお、2021年生まれと同様の管理・サンプリングを行った。 

2025年生まれは、2025年11月22日に観音崎、11月24日に両瀬に殻長61.23±4.97mmの
タイラギ稚貝を移植した。両試験区ともに1×1mの巾着式12mmのラッセル網と2.3×2.3m
の12mmラッセル網を用いて、それぞれ500個、2,000個をばらまき移植した。 

また、それぞれの地先に温度ロガー（Onset社、TidbiT.v2）を設置し水温を測定した。 

 
【研究成果の概要】 

観音崎および両瀬の現場水温の推移を図 2 に示した。西浦に設置した水温ロガーは回収
出来なかった。また、観音崎では 2025 年 6 月 4 日までデータが得られたが、以降のデータ
は未回収である。水温は前年冬期に低くかった影響から 2025 年 5 月までは低く推移した。
夏期の両瀬では最高水温 29.6℃で日平均水温が 28℃以上となった日が 3 日あり、前年並み
に高く推移した。冬期は最低水温 8.2℃で 2 月以降は前年に比べて水温は早く上昇した。 

図 3 に 2018 年から 2022 年までの成長比較と平均殻長を用いた成長式の推定を示した。
姫島周辺の大分県北部海域では 10 月から 12 月に約 50mm のタイラギを移植して 1 年目の
春から秋の成長は良好で、冬には停滞した。翌年の春には約 150mm に成長し、ほぼ 100%
が成熟した。この産卵期には成長は停滞し、秋にはわずかに成長した。翌年以降は同様の傾
向を示した。これら平均殻長を用いて成長式を作成した。成長式は von Bertalanffy の式（１）
と赤嶺の AR 式（２）を用いた。 

 

 𝐿𝐿∞ = 210.24 ｋ＝0.728 ｔ
0
＝− 0.278 AIC＝797.58 

 

 𝐿𝐿∞ = 197.64 ｋ＝0.953 ｔ
0
＝0.245 A＝0.976 ｔ

𝑖𝑖
= 0.879 AIC＝774.46 

 

𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝐿𝐿∞（１－𝑒𝑒−𝑘𝑘（𝑡𝑡－𝑡𝑡0）） ・・・（１） 

𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝐿𝐿∞（1− 𝑒𝑒
−𝑘𝑘(𝑡𝑡+ 𝐴𝐴

2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋2𝜋𝜋�𝑡𝑡−𝑡𝑡𝑖𝑖�
)
)−𝑡𝑡0 + 𝐴𝐴

2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋2𝜋𝜋(𝑡𝑡0−𝑡𝑡𝑖𝑖)
 ・・・（２） 
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これら 2 式を当てはめた結果、(２)式の当てはまりが良いと判断された。これによると最大
殻長は 197.64 mm となり、2 年目以降の成長が停滞していると考えられた。移植から１年
で 137.10mm、2 年で 174.30mm、3 年で 188.64mm となる。これをタイラギの殻長成長の
指標として用いる。 

2021 年生まれは、観音崎において 2022 年 11 月 15 日に全数取り上げを行い再び移植し
た区（以下、展開区という）は 2024 年 3 月 15 日に 6 個を回収し、すべての個体を取り上
げた。この時の殻長は 158.1±15.8 mm でサンプリング個体を加えた生残率は 7.0%、展開
以降の生残率は 26.7%であった（図 3）。展開を行わなかった展開無し区では 2024 年 10 月
12 日に全数 126 個を取り上げた。ここまでの生残率は 26.9%であった。その後、12 月 17
日にポケットカゴに収容し、佐伯市上浦の水産研究部の筏に垂下した。これら観音崎の 2 試
験区は成長式よりも成長は遅かった。 

また、2022 年 12 月 3 日に再移植した両瀬の展開区は 2025 年 10 月 16 日に 30 個体をす
べて回収した。ここまでの生残率は 28.3%で、展開以降の生残率は 47.0%であった。この時
の殻長は 218.7±11.7 mm で初めてタイラギの平均殻長 200mm を超えた。成長式よりやや
成長が早く 2 年目以降に性成熟によると推測される成長停滞が春から夏にかけて認められ
たが、両瀬では秋に成長が認められた。これら 30 個体は竹田津漁港内に垂下した。 

2022 年生まれは 2024 年 1 月 27 日にすべての試験区を取り上げて再収容した。これら 4
試験区においては被服網の開閉を少なくした網替なし区の生残率が 64.0%と高く、食害生
物の侵入が生残率の低下に関与すると考えられた。2025 年 8 月 5 日に 3 個体を取り上げて
全数回収した。この時の殻長は 175.1±18.7mm で、成長式より成長は遅かった（図 4）。こ
こまでの生残率は 11.9%で、展開以降の生残率は 36.6%であった 

2023 年生まれは移植から約 1 年後の 2026 年 3 月 16 日に観音崎で 183.0±10.4mm、2 月
13 日に両瀬で 193.4±10.5mm であった（図 5）。これらは全数取上げを 4 月以降に行う予
定である。 

2024年生まれは鉄筋カゴ区（ネトロン9mm、上部ラッセル網12mm、1.0㎡）、モジ網区
（ナイロン4mm、1.56㎡）、ラッセル網区（12mm、1.0㎡）の3試験区（写真2）を2024年
12月2日に両瀬、12月12日新しく西浦に殻長61.8±9.0mmのタイラギを各試験区500個移植
した。2025年5月23日に両瀬のモジ網区は巾着部が破損し、食害生物の侵入によるものと
思われる割れた殻が被服網内に散乱している様子が確認され、生存個体は無かった。ま
た、6月4日西浦すべての試験区が波浪で所在不明となった。巾着部が波の影響を強く受け
る可能性が考えられた。11月27日に両瀬ラッセル網区全数288個を取り上げた。この時の
殻長は156.4±13.8mmで生残率は62.0%であった（図6）。また、2026年3月12日に鉄筋カ
ゴ区全数287個を取り上げた。この時の殻長は157.7±15.0mmで生残率は63.6%であった。
成長式にくらべて成長は早かった。これらは2025年11月29に両瀬、2026年3月16日に観音
崎へラッセル網（2.3×2.3m）にそれぞれ再収容して沖出しした。 

2025 年生まれは 11 月 22 日に観音崎、11 月 24 日に両瀬の両地先に移植した。ともに
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1×1m の巾着式ラッセル網と 2.3×2.3m の通常のラッセル網を用いて、それぞれ 500 個、
2,000 個をばらまき移植した。2026 年 3 月 16 日に観音崎で殻長 80.6±8.1mm に成長した。
両瀬は 3 月下旬サンプリング予定である。 
 
【次年度に向けた提言】 

生残率の把握については全数を取り上げる方法以外では正確に把握できなかったことか
ら、移植から約 1 年で全数取り上げを行い、以降 1～2 年程度で全数取り上げを行う方向で
検討したい。生残率の向上については食害生物（タコ、ガザミ等）の侵入がなければ 60%
程度の生残率であったことから、特に網裾をきちんと埋設することが必要とかんがえられ
た。また、サンプリングが必要な試験区について今回は巾着式にしたが、波浪を受けること
からファスナーなどを考えていきたい。 

また、2 年目以降は性成熟によると推測される成長停滞は認められたが、秋以降には成長
が認められた。このため、殻長 150mm での再移植の時に密度の低減させることと被覆網の
目合いを拡大することで両瀬および観音崎での成長の促進を考えていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

46 

【図表】 

  

 

 

水産研究部 ●

竹田津港●

図 1 海底移植試験の実施場所 

写真 1 被覆網の構造と水中での網なり 

写真 2 鉄筋カゴトリカルネット 9mm（左）、モジ網 4mm（中央）、ナイロンラッセ
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写真 3 張りロープと沈子ロープを離した 

 

 
 

図 6 2023 年生まれの成長 
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ウ．母貝育成技術と標識技術の開発 

③ タイラギの標識技術の開発 
 

香川県水産試験場 
宮城良介・中山博志・藤田辰徳 

 
【目的】 
中間育成されたタイラギ稚貝は、種苗放流や母貝団地の造成に利用されているが、放流、

移植した個体を追跡調査するためには天然発生個体と見分ける必要がある。 
 本研究では、放流、移植後の追跡調査が可能となるよう、標識技術を開発することを目的

とした。 
 
【研究方法】 
試験は、瀬戸内海備讃瀬戸に位置する屋島湾の香川県水産試験場地先の小割筏にて実施

した（図 1）。 
1）標識比較試験（R6 年度実施の追跡調査） 

標識については、稚貝に標識を装着又は塗布する方法 6 通りを設けた。具体的な標識方

法は以下のとおりとした。 
①耐水紙（アロンアルフア）区 

稚貝の左殻を乾かした後、耐水紙（8×4mm）をアロンアルフアゼリー状（以下、アロ

ンアルフア）で接着した。 
②耐水紙（アロンアルフア＋硬化剤）区 

稚貝の左殻を乾かした後、耐水紙（8×4mm）をアロンアルフアで接着し、アロンアル

フア専用硬化剤を塗布した。 
③耐水紙（アロンアルフア＋UV 硬化材）区 

稚貝の左殻を乾かした後、耐水紙（8×4mm）をアロンアルフアで接着し、UV 硬化材

を塗布して UV ライトで硬化した。 
④ポリエチレンフィルム（UV 硬化材）区 

稚貝の左殻を乾かした後、ポリエチレンフィルム（8×4mm）に UV 硬化材を塗布して

UV ライトで硬化した。 
⑤ポリエチレンフィルム（アロンアルフア＋UV 硬化材）区 

稚貝の左殻を乾かした後、ポリエチレンフィルム（8×4mm）をアロンアルフアで接着

し、UV 硬化材を塗布して UV ライトで硬化した。 
⑥ラッカースプレー区 

稚貝の左殻を乾かした後、赤色の油性シリコンラッカースプレーを塗布し、乾かした。 
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飼育容器は、SB 型コンテナ（間口 612 ㎜×奥行 421 ㎜×高さ 319 ㎜；三菱ケミカル）を

使用し、標識した稚貝それぞれ 10 個体ずつと標識していない稚貝 10 個体の計 70 個体を収

容した。試験区は 3 区（n=3）設け、小割筏の水深 1.5m に垂下して標識の脱落状況を調べ

た。供試した稚貝については、2024 年 6 月に国立研究開発法人水産研究・教育機構水産技

術研究所百島庁舎において採卵され、香川県水産試験場にて種苗生産、中間育成した殻長 63
㎜の稚貝（有鱗型タイラギ）を使用した。飼育容器は、ホヤ類やフジツボ類などが付着する

のを防ぐため、シリコン系生物付着防止剤のセイフティプロ（西海養殖技研）によって防汚

処理を施した。基質は、粒形 2mm のアンスラサイト（トーケミ）を使用した。取り上げは、

木枠ふるい（枠寸法：400×600mm、目合：4.75mm）と特大型平バット（外寸法：

924×616×210mm）を用い、基質とタイラギに選別した。また、試験期間中は小割筏にて環

境測定を行い、水温、塩分を記録した（図 2）。 
2）ラッカースプレーの耐久性試験（R6 年度実施の追跡調査） 

ラッカースプレーについては、時間経過に伴う標識部分の残存状況を調べた。飼育容器は、

丸形収穫カゴ（直径 27×高さ 23cm、8L；アロン化成）を使用し、標識した稚貝を 10 個体

収容した。試験区は 3 区（n=3）設け、小割筏の水深 1.5m に垂下した。供試した稚貝、防

汚処理、基質及び取り上げ方法は前述の試験と同様とした。 
3）標識比較試験及びラッカースプレーの耐久性試験（R7 年度実施） 

標識については、稚貝に標識を装着又は塗布する方法 3 通りを設けた。具体的な標識方

法は以下のとおりとした。 
①ラッカースプレー区 

稚貝の左殻を乾かした後、赤色の油性シリコンラッカースプレーを塗布し、乾かした。

②ラッカースプレー+コーティング区 
稚貝の左殻を乾かした後、赤色の油性シリコンラッカースプレーとコーティング剤を

塗布し、乾かした。 
③プラスチックタグ区 

電動ドリルで直径 2 ㎜の穴を殻に穿孔し、プラスチックタグを装着した。 
飼育容器は、SB 型コンテナ（間口 612 ㎜×奥行 421 ㎜×高さ 319 ㎜；三菱ケミカル）を

使用し、標識した稚貝それぞれ 10 個体ずつと標識していない稚貝 10 個体の計 40 個体を収

容した。試験区は 3 区（n=3）設け、小割筏の水深 1.5m に垂下して標識の脱落及び標識部

分の残存状況、生残数を調べた。供試した稚貝については、2025 年に国立研究開発法人水

産研究・教育機構水産技術研究所百島庁舎において種苗生産され、香川県水産試験場にて中

間育成した殻長 61 ㎜の稚貝（有鱗型タイラギ）を使用した。防汚処理、基質及び取り上げ

方法は前述の試験と同様とした。 
 
【研究成果の概要】 
1) 標識比較試験（R6 年度実施の追跡調査） 
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試験は 2024 年 11 月 13 日から 2025 年 12 月 12 日（394 日間）にかけて実施し、標識の

脱落率の試験結果を図 3 に示した。海水温は 4.6～29.9℃の範囲で、平均海水温度は 17.6℃
であった。塩分は 23.8～32.6 の範囲であった。 
標識ごとの結果を見ると、脱落率は耐水紙（アロンアルフア）区及び耐水紙（アロンアル

フア＋硬化剤）区で 70.5%±12.6、耐水紙（アロンアルフア＋UV 硬化剤）区で 81.1%±16.4、
ポリエチレンフィルム（UV 硬化剤）区で 92.1%±5.6、ポリエチレンフィルム（アロンアル

フア＋UV 硬化剤）区で 70.5%±13.1、ラッカースプレー区で 10.4%±8.2 となった。標識の

脱落率には有意差が認められ（ANOVA,p<0.05）、ラッカースプレー区が他の標識と比べ脱

落率の低い結果となった。標識を装着する試験区では、稚貝の成長に伴い殻が膨らむことで

殻と標識の間に隙間が生じて徐々に標識の接着面が減少し、取り上げ作業等の衝撃で剥離

したと考えられた。なお、耐水紙（アロンアルフア）区と耐水紙（アロンアルフア＋硬化剤）

区は試験途中で両者の区別ができなくなったため、2 つの試験区を合わせた結果とした。 
2）ラッカースプレーの耐久性試験（R6 年度実施の追跡調査） 

試験は 2024 年 12 月 20 日から 2026 年 1 月 26 日（402 日間）にかけて実施し、標識の

残存割合の試験結果を図 4 に示した。海水温は 4.6～29.9℃の範囲で、平均海水温度は 16.9℃
であった。塩分は 23.8～33.7 の範囲であった。 
ラッカースプレーを塗布した標識部分は、試験開始 4 か月後の 4 月 22 日までは 86.3%が

残っていたものの、その後急激に減少し、7 月 22 日には 20.0%、10 月 22 日には 3.1%とな

った。4 月までは標識部分の剥離は一部にしか見られず、主に殻の復縁・後縁部が基質と擦

れて剥離しているようであった。4 月以降は標識部分がまだらに剥離していった。12 月か

ら 4 月まではほとんど成長せず、4 月から 10 月にかけて殻長が 78 ㎜成長していたことか

ら、成長に伴う潜砂行動等が標識部分の急激な剥離につながった可能性が考えられた。 
3）標識比較試験及びラッカースプレーの耐久性試験（R7 年度実施） 
 試験は 2026 年 1 月 21 日から 2026 年 2 月 20 日（30 日間）にかけて実施し、標識の残

存割合の試験結果を図 5、生残率の試験結果を図 6 に示した。海水温は 5.9～9.6℃の範囲

で、平均海水温度は 7.8℃であった。塩分は 33.1～33.7 の範囲であった。 
 脱落率はラッカースプレー区、ラッカースプレー+コーティング区、プラスチックタグ区

いずれも 0.0%±0.0 であった。ラッカースプレーを塗布した試験区の標識部分の残存割合は

ラッカースプレー区で 86.2%、ラッカースプレー+コーティング区で 65.7%となり、コーテ

ィングを施した試験区で標識部分の剥離が進んでいる傾向が見られた。生残率はラッカー

スプレー区で 96.7%、ラッカースプレー+コーティング区で 93.3%、プラスチックタグ区で

96.7%、無標識区で 93.3%となった。生残率に明瞭な差は見られず、標識の装着のハンドリ

ングや塗布による生残への影響はないことが分かった。また、プラスチックタグ区はドリル

で穿孔した穴が修復されており、2 ㎜程度の穴であれば殻への影響はないと考えられる。 
【次年度にむけた提言】 
標識をアロンアルフアや UV 硬化剤などで装着する方法では脱落率が高く、有効な標識
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方法とは言い難い傾向が認められた。一方、ラッカースプレーを塗布する標識方法では脱落

率が低く有効性が示された。また、電動ドリルで殻を穿孔し標識を装着する方法では、殻が

短期間で再生し標識と一体化するため、物理的な衝撃で殻が破損しない限り長期間耐用す

るものと推測される。 
次年度も引き続き追跡調査を行い、標識方法の有効性、有効期間等について検討する。 

 

【図表】 

 

図 1．試験場所（香川県水産試験場地先の小割筏） 
 

 
図 2．環境測定について 
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図 3．脱落率について 

 

図 4．標識の残存割合について 

 

 

図 5．標識の残存割合について 
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図 6．生残率について 
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ウ．母貝育成技術と標識技術の開発 

④ 東京湾におけるハマグリ育成技術の開発 

千葉県水産総合研究センター 東京湾漁業研究所 

久保 賢二 

【目的】 

種苗生産後のハマグリ育成については、殻長１mm からは陸上水槽で、翌春の殻長約 3mm

からは干潟の被覆網で育成している。殻長 30mm からは育成条件（密度や場所等）を変えて

干潟の被覆網での比較試験を行ってきたが、まだ最適な育成条件は確立されてはいない。 

そこで、令和 7 年は令和 6 年度の①岸と③沖、④中島に加え、岸よりも河口から海岸線と

平行に離れた②北を加えて育成を行い（図 1）、殻長 30mm 以降の効率的育成条件の検討を

目的とした試験に取り組む。 

また、過去に放流の実績が無くハマグリの生息が確認されている江戸川放水路において、

着底稚貝調査及び稚貝調査を行い、再生産状況、稚貝の分布、成長等をあきらかにすること

で、干潟での育成試験の参考とする。 

 

【研究方法】 

1）干潟での被覆網による育成試験（殻長 30mm から成貝サイズまで） 

千葉県木更津市盤洲干潟の小櫃川河口北側干潟域において①岸側（調査点岸：地盤高＋

0.9m 程度）、②①の約 100m 北（調査点北：地盤高＋0.7m 程度）、③①の約 500m 沖（調査点

沖：地盤高＋0.4m 程度）、④木更津市中島（調査点中島：地盤高＋0.4m 程度）で、ハマグリ

（平均殻長 27.4mm）を用いて、令和 7 年 7 月 24 日から 133 個体/m2 の育成密度の試験区

（1.5×1.5m、目合 6mm 被覆網、周囲沈子ロープ 480g/m、各辺に D10 鉄筋 1m）での育成試

験を開始した（図 1）。同調査は原則として月 1 回実施し、コアサンプラー（15cm×15cm、

0.0225 ㎡）で網内の 5 か所を採取し成長（殻長）と残留率を把握した。 

2）江戸川放水路における稚貝調査 

 千葉県市川市の江戸川放水路干潟域において、下流側の St1 から上流側の St5 までの調査

点を設定し、ジョレン（幅 28cm）、コアサンプラー（15cm×15cm、0.0225 ㎡）、（40φ、0.0016

㎡）を用いて、令和 7 年 7 月に全域で稚貝の生息状況調査と底質調査を行い、8 月から 10

月までは St1 周辺で稚貝の生息状況調査と底質調査を行った。 

 

【研究成果の概要】 

1）干潟での被覆網による育成試験（殻長 30mm から成貝サイズまで） 

各試験区のハマグリは順調に成長し、1 月 26 日の殻長は①岸 35.1mm、②北 34.1mm、③

沖 39.4mm、1 月 27 日の④中島は 31.1mm で（図 3）、①岸と③沖の比較では③沖の成長が良

く(t 検定、p<0.05)、①岸と②北の比較では成長は同程度、①岸と④中島の比較では岸の成長

が良かった(t 検定、p<0.05)。1 月の残留率はすべて 100%で、前年度試験の残留率（45～60％）
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よりも大きく向上した（図 4）。 

9 月の増水直後に行った調査時の底質の泥分率は、岸が 25.7%、沖が 15.0%、北が 0%で

（表 1）、岸＞沖＞北の順で泥分率が高く、北は増水時に泥の影響を受けにくいことが分か

った。 

2）江戸川放水路における稚貝調査 

令和 7 年 7 月にジョレン（幅 28cm）とコアサンプラー（15cm×15cm、0.0225 ㎡）で行っ

た全域調査では、稚貝の採捕個体数 12 個体で（表 2）、稚貝の密度は 0～64 個／㎡、殻長は

14.3～15.7mm であった。コアサンプラー（内径 40mm、0.0013 ㎡）で行った着底稚貝の調査

では、合計採捕数は 2 個体で、密度は 0～265 個／㎡、殻長は 0.6･1.8mm であった。 

稚貝が採捕されたのは St1 と St5 で、泥分率 15%以上の St2～4 では採捕されなかったこ

とから、8 月以降の調査は St1 の周辺でのみ拡大実施した。 

令和 7 年 8-10 月に St1 周辺で行った調査では稚貝の合計採捕数は 9 個体（表 3）、密度は

0～ 7.4 個／㎡、殻長は 8.6～ 62mm で、着底稚貝の合計採捕数は 3 個体、密度は 

0～177 個／㎡、 殻長は 0.2～1.1mm、泥分率は 0.2%から 8.5%であった。 

着底稚貝が採捕されたことから、江戸川放水路での再生産が考えられた。採捕された稚貝

が少ないため、成長についてはわからなかった。ハマグリが採捕された地点の泥分率は 8.5%

以下であった。 

 

【次年度に向けた提言】 

1）干潟での被覆網による育成試験 

網周囲沈子ロープの増加と各辺につけた鉄筋により 1 月の残留率が 100%となり、残留率

の向上効果認められたため、干潟での育成試験に使用する被覆網は同様の構造にしていく。 

また、河口流心から岸と平行方向に離れることで増水時に泥の影響を受けにくくなった

ことから、今後の稚貝育成場所の検討材料とする。 

2）江戸川放水路における稚貝調査 

同地区におけるハマグリは泥分率が 8.5 以下の場所で採捕されているため、ハマグリの育

成を行う際には泥分率が 8.5 以下の場所を選ぶことが望ましいと考えられた。 

 

【図表】 

表 1 久津間地区の被覆網設置場所の底質（R6～） 

 月 岸 沖 北 

平均粒度 

（μm） 

9月 193 211 332 

10月 206 280 270 

泥分率 

（75μm） 

9月 25.7 15.0 0.0 

10月 3.8 0.1 0.8 
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表 2 全域調査によるハマグリ密度と底質  （密度：個／㎡（採捕個数）） 

調査日 調査 

場所 

15×15 ㎝ 

コアラー 

幅 28 ㎝ 

ジョレン 

直径 4 ㎝ 

コアラー 

(着底稚貝) 

中央粒径

（μm） 

泥分率(％) 

(75μm 以下

の割合) 

7/25 St5 0 7〈1 個〉 0 198 0.03  
St4 0 0 0 59 53  
St3 0 0 0 155 18  
St2 0 0 0 149 15  
St1 7.4〈1 個〉 64（9 個） 265(2 個) 314 0.4 

 

表 3 St1 周辺調査によるハマグリ密度と底質  （密度：個／㎡（採捕個数）） 

調査日 調査 

場所 

15×15 ㎝ 

コアラー 

幅 28 ㎝ 

ジョレン 

直径 4 ㎝ 

コアラー 

(着底稚貝) 

中央粒径 

（μm） 

泥分率% 

(75μ以下

の割合) 

8/25 St1-5 0 
    

 
St1-4 0 

    

 
St1-3 0 

    

 
St1-2 0 

    

 
St1-1 7.4〈1 個〉 

    

9/22 St1-5 
 

0 
   

 
St1-4 

 
1.2（2 個） 

 
147 8.5  

St1-3 
 

0 
 

163 5.2  
St1-2 

 
0 

 
180 2.1  

St1-1 
 

0.6〈1 個〉 
 

183 0.6 

10/7 St1-5 
 

0 0 
  

 
St1-4 

 
1.2（2 個） 0 171 1.1  

St1-3 
 

0.6〈1 個〉 0 176 0.4  
St1-2 

 
0 177（2 個） 180 0.4  

St1-1 
 

1.2（2 個） 88〈1 個〉 193 0.2 
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図 1 被覆網による育成試験（殻長 30mm から成貝サイズまで）の実施場所 

 
図 2 江戸川放水路における調査場所 

 
図 3 被覆網による育成試験（殻長 30mm から成貝サイズまで）平均殻長の推移 

 
図 4 被覆網による育成試験（殻長 30mm から成貝サイズまで）平均残留率の推移 
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ウ 母貝育成技術と標識技術の開発 

⑤環境モニタリングを通じたハマグリの適地選定技術の開発 

国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産技術研究所 

西本 篤史・高田宜武・南部亮元・丹羽健太郎 

水産資源研究所 

渡辺 剛 

千葉県水産総合研究センター 東京湾漁業研究所 

久保賢二・石井光廣 

千葉県水産総合研究センター 内水面水産研究所 

藍憲一郎・平田淳一 

【目的】 

・全体目的 

沿岸漁業を下支えしてきたアサリの漁獲量が低迷する中で、近年、各地でハマグリがみら

れるようになってきた。漁業者のハマグリに対する期待は高いものの、ハマグリの生態に関

する知見は乏しく、効果的な場の管理が難しい。特に、ハマグリの生息場は河口周辺の干潟

に限られるものの、流入河川からの影響を考慮した研究は行われてこなかった。本研究では、

流入河川から河口干潟、更に沖合へと、連続体の中の干潟に着目し、環境勾配および優占す

る有機物源の流程に沿った変化を把握することで、ハマグリの着底場、育成場、母貝場適地

の条件を明らかにすることを目的とする。また、長期データの取得を通じて、近年、アサリ

が減ってハマグリが増えている要因の理解に資する情報の収集を試みる。 

 

・新川感潮域（浜名湖）調査 

浜名湖に接続する新川感潮域において、ハマグリなど二枚貝類を含めた底生生物の採集

ならびに底質・水質分析を実施し、ハマグリ稚貝および成貝の生息適地ならびにその環境条

件を明らかにする。 

 

・二枚貝殻開閉運動 

ハマグリを含む濾過食性二枚貝類は、摂餌の際に殻を開き、水管より環境水を取り込む必

要がある。ハマグリは適切な生息場所においては、健全な摂餌活動を行なっていると考えら

れるが、摂餌活動パターンの研究例は少なく、健全性の評価は現時点では難しい。そこで、

野外におけるハマグリの活動評価を行うために、殻開閉活動をモニターするセンサーを利

用し、アサリとの比較によってハマグリの摂餌活動の特徴を把握することを試みた。 

 

【研究方法】 

1. 盤洲干潟－小櫃川 

1-1. 貝類の分布密度調査 
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盤洲干潟の岸沖方向に設置した 4 地点（極岸、岸、中間、沖）にて、2024 年 4 月から、

貝類の分布密度調査を継続実施している（図 1）。2024 年度は 2 カ月に 1 度の頻度で実施し

たが、2025 年度は、5 月から、3 カ月に 1 度の頻度で実施した。定量採取には、21cm×21cm

のコドラートを用い、各地点で 3 回ずつ採取した。採取した底質は、現場で 2mm 目合いの

篩で篩い、残渣を実験室に持ち帰った。 

ハマグリ天然稚貝の着底場探索のため、小櫃川感潮域の 5 地点（河口から 0.5km、1.0km、

3.5km、5.5km、8.0km）にて、2024 年 8 月から、月に 1 度の頻度で、定性的なサンプリング

を実施してきた。2025 年 8 月から新たに、貝類の分布密度調査を開始した。定量性を確保

するため、枠型軽量ドレッジ（間口：18cm×30cm、目合い 2mm）を用い、曳網距離 3m、曳

網回数 5 回とした。初回の 8 月のみ、曳網距離 5m、曳網本数 3 本とした（但し、8.0km 地

点については、曳網距離 3m、曳網本数 3 本とした）。 

 

1-2.  ハマグリ等二枚貝類のサンプリングおよび同位体比分析 

盤洲干潟の岸・中間サイト、および小櫃川感潮域の各サイト（河口から、0.5km、1.0km、

3.0km、3.5km、5.5km、8.0km）にて、二枚貝類を採取した。干潟上では、2021 年 4 月から

継続してサンプリングを行っており、2025 年度については、5 月から 3 カ月に 1 度の頻度

で、カゴ、被覆網を用いた試験区、および試験区外から、ハマグリおよびアサリを採取し

た。中間サイトの試験区外については、7、9、1、3 月にも採取した。小櫃川感潮域では、

2024 年 8 月から、徒手あるいは枠型軽量ドレッジを用いて、月に 1 度の頻度で試料を採取

した。3.0km 地点については、用船での調査となったため、2024 年 8 月、2025 年 2 月、7

月の 3 回実施した。 

採取した二枚貝類は、形態測定後、閉殻筋を切り出した。切り出した閉殻筋を用いて、

炭素・窒素安定同位体比（以下、δ13C・δ15N）分析を行った。分析には、元素分析計（vario 

micro cube）と安定同位体質量分析計（IsoPrime 100）の連結システムを用いた。令和 6 年度

報告書では、盤洲干潟は 2024 年 8 月試料、小櫃川感潮域は 2024 年 10 月試料までの分析結

果について報告した。本報告書では、2 つの水域ともに、2025 年 7 月までの分析結果を用

いた解析結果について報告する。 

 

1-3. データ解析 

前期事業の 2021 年 4 月からモニタリングをしてきた、ハマグリおよびアサリの δ13C・

δ15N を用いて、ベイズによる混合モデルに基づく餌料源解析を試行した。まず、δ13C・δ15N

データを、種（ハマグリ、アサリ）、採取年月、場所（岸、中間）、試験区（カゴ、被覆網、

試験区外）、殻長クラス（30mm 以下、40mm 以上）に分けて整理し、平均値を目的変数とし

た。 

本報告書では、餌料源候補（エンドメンバー）として、盤洲干潟沖の海水 POM（千葉県

の沿岸定線調査 St.8）、小櫃堰の淡水 POM、底生微細藻類（MPB：microphytobenthos）の 3
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つを検討し、季節的なエンドメンバーの変動は考慮しなかった。なお、MPB の値について

は、次に挙げる条件のもと、データのクオリティーチェックを実施した。 

・CN 比 6.625±3 以内（レッドフィールド比 C:N:P = 106:16:1） 

・N 量 0.02mg 以上（底生微細藻類を単離することができていないものと判断） 

・N 量 0.08mg 以下（線虫などのコンタミと判断） 

・底質クロロフィル a 濃度 5 ㎍/cm2 以上（そもそも単離が困難と判断） 

解析には R の mixsiar パッケージを使用し、ハマグリとアサリを同一のモデルで解析した。 

 

2. 新川感潮域（浜名湖） 

2-1. 調査方法 

2025 年 6 月および 11 月に、新川感潮域において河口から 100ｍ下流の地点から河口から

上流 4100ｍの地点まで、300m～500m 間隔で 14 本のトランセクトを設けて(図 2)、各トラン

セクトで水深の異なる 2～3 地点で、静岡県水産・技術研究所浜名湖分場の調査船を使用し

て採泥および採水を行った。採泥は軽量簡易グラブ採泥器(Nambu and Morishige, 2024)を用

いて行い、採集した底土を目合い 2 ㎜のふるいにかけて、底生生物の試料とした。底生生物

試料は目視で二枚貝類および巻貝類を選別し、種別に計数・計測した。同様に軽量簡易グラ

ブ採泥器で採泥した底土の表層からクロロフィル、粒度組成、強熱減量の分析に供する試料

を採集した。採水は表層水を用いて採集し、クロロフィルおよび POM の分析に供する試料

とした。また、各トランセクト中央において多項目水質計(RINKO-Profiler, JFE アドバンテ

ック株式会社)による塩分と水温の鉛直プロファイルを記録した。なお、6 月は全トランセ

クト、11 月は 7 トランセクトで調査を行った。 

 

2-2. データ解析 

 多項目水質計で観測した鉛直プロファイルのうち表層 0.5m と底面直上の水温・塩分デー

タ、ならびに底質分析で得られたクロロフィル、強熱減量、粒度組成のデータについて、観

測した地点の位置情報とともに GIS(ArcGIS10.8, ESRI 社)に記録し、IDW(Inverse Distance 

Weighted)内挿法を用いて、調査域における水質および底質のコンター図を作成した。 

二枚貝類および巻貝類の個体数データをもとに、各地点の生物相の類似度を表すために非

計量多次元尺度法(nMDS: non Metric Multidimensional Scaling)を用いて解析した。まず、各地

点における二枚貝類・巻貝類の個体数を変数とし平方根変換を行い、各地点間の貝類組成の

(非)類似性を Bray-Curtis 距離を用いて、二次元上にプロットした。また、地点間の特徴を表

す有意(α=0.05)な貝類種および環境要因を算出した。解析ソフトウェアは R4.5.0(R Core Team, 

2025)を用いた。 

 ハマグリの分布に関係する環境要因を明らかにするために、一般化線形モデル(GLM：

Generalized linear Model)による解析を行った。ハマグリの個体数を応答変数、水深、中央粒

径、強熱減量、底質クロロフィル量、表層水温、底層水温、表層塩分、底層塩分の８つの環
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境要因を説明変数とした。多重共線性の検定により、説明変数のうち、表層水温と底層水温

および底層水温と底層塩分に負の相関が認められたため、底層水温と表層塩分を解析から

除外した。ハマグリ個体数データは平均＞分散であったため、ポアソン分布ではなく負の二

項分布に従うと仮定し、全ての環境要因を説明変数としたモデルをフルモデルとして、R パ

ッケージ MuMIn(Bartoń, 2025)を用いて全ての説明変数を総当たりで予測し、AIC により最

も当てはまりの良いモデルを選定した。 

 

3. 二枚貝殻開閉運動 

盤洲干潟の中潮帯（岸地点）において、ハマグリおよびアサリそれぞれ数個体の殻に磁気セン

サーを接着し、数日間の開閉状況をセンサーから出力される電圧値に変換してモニターし、同時

に設置した水温塩分センサーの測定値と比較することで、干潟環境の時間的変化と二枚貝類の殻

開閉状態との関連を検討した。 

観測は 2025 年の 7 月・9 月・10 月の大潮時の数日間それぞれ 1 回ずつ行なった。ただし、9 月

の観測時には出水による機器の不具合が生じたため、以下の解析では扱わないこととした。観察

に用いた供試貝は観測開始直前に観測地点周辺で採集し、殻長を測定したのち、貝殻腹縁の片

面に永久磁石、もう片面に樹脂包埋したアナログ磁気センサー（A1319LUA-5-T）を瞬間接着剤で

固定し、干潟底質上に放逐した。磁気センサーとリード線で連結されたデータロガー（MCR-4V）は、

満潮時でも水没しないようポール上に設置した。磁気センサーは磁力の変化を電圧の変化として

出力し、ロガーでは 0.1 秒間隔で電圧値を記録した。ロガーは 4 チャンネルあるためハマグリ 2 個

体とアサリ 2 個体を接続し（図 3）、ロガー2 台分の計 8 個体を基本的に観察に使用した。同時に水

温塩分ロガーを観測地点周辺に設置し、干潟環境のモニタリングを行った。 

7 月の観測は 7 日の昼間干潮時より 11 日の昼間干潮時までの 4 日間、10 月の観測は 3 日の

昼間干潮時より 8 日の昼間干潮時までの 5 日間おこなった。ロガーに記録された電圧値より、殻の

開閉状態を判断した。ただし 1 分未満の電圧値の変化はノイズとして無視した。また、塩分センサ

ーおよび予測潮位から、干出中・上潮時・満潮時・下潮時の 4 つの時間帯に分けて各個体の殻の

開閉率を求めた。データ解析は供試貝が底質中に埋在したと判断された時点から、観察中に死亡

した個体については、死亡前に殻が閉じた状態で活動が停止したと考えられた時点以降のデータ

は解析に含めなかった。 

 

【研究成果の概要】 

1. 盤洲干潟－小櫃川感潮域 

1-1. 貝類の分布密度調査 

2026 年 3 月現在、盤洲干潟では、計 8 回分の定量サンプルの測定を終えているが、本事

業の対象種であるハマグリは、【岸】サイトで 1 個体（SL：40.68mm）、【中間】サイトで 2

個体（SL：47.69mm、37.09mm）採取されただけである。小櫃川感潮域についても、定性調

査の際に、河口から 0.5km の地点にてわずか 1 個体の成貝（SL：68.77mm）を採取しただけ
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であり、稚貝の着底場の確認には至っていない。以上のことから、盤洲干潟－小櫃川の系で

は、ハマグリの空間分布の把握、またそれに基づく生息適地の環境条件の検討を進めること

ができていない。 

盤洲干潟で最も優占する貝類はアサリであり、干潟上から採取された貝類の 72.3%（個体

数ベース）を占めた。一方、小櫃川感潮域における定性的な調査の結果（2024 年 8 月～2025

年 7 月）、河口からわずか 0.5km の地点でもヤマトシジミが優占し、ハマグリやアサリがほ

ぼ分布しない傾向を確認した。盤洲干潟では、干潟縁辺部にアサリが着底し、成長しながら

岸側に流され、移動することが知られている（Toba et al., 2011）。令和 6 年度報告書でも、

【沖】サイトに稚貝が加入していることを報告したが、河川内での定量調査を開始した 2025

年 8 月付近に、【極岸】サイトおよび河川内感潮域の河口から 0.5km 地点および 1.0km 地点

に、まとまった量のアサリ稚貝が加入した。2025 年 6 月から 7 月にかけて、黒潮の北上流

路が東京湾口に当たっており、東京湾全域で異常潮位（高潮位）の状況が継続した。そのた

め、小櫃川河川内にも高塩分水が波及したことで、平常時であれば干潟縁辺部に着底するア

サリが、干潟の岸寄りから河川内にかけて着底したものと考えられる。ハマグリの繁殖期は

夏であることから、ハマグリも小櫃川河川内に加入した可能性がある。2026 年の春以降、

殻長 5mm 程度のハマグリ稚貝が河川内にて採取される可能性があり、引き続き、河川内に

おける貝類の分布調査を実施していく必要がある。ただし、河川内におけるアサリの分布密

度は、10 月以降、大きく低下している。 

 

1-2. 二枚貝類の炭素・窒素安定同位体比からみた、優占有機物の流程に沿った変化 

 河口からの距離と二枚貝類（ハマグリ、アサリ、ヤマトシジミ）の δ13C・δ15N との関係を

整理したところ、両者ともに、きれいな相関を示すことが確認された（図 4）。まず、二枚

貝類の δ13C 値と河口からの距離との関係を見ると、河口から 0.5km 地点で、種によって δ13C

値が大きく異なり、不連続な傾向が確認された。これは、ハマグリ・アサリとヤマトシジミ

で、摂餌に好適な塩分が異なることで、同所的に生息していても、摂餌のタイミングが異な

ることに起因するものと推察される。次に、δ15N 値を見ると、河口から 3.0km 地点にて、ヤ

マトシジミの δ15N 値が上昇し、一見、河口からの距離との間に相関がないように見える。

しかし、今年度分析を進め、1 年分のデータセットを得たことで、ヤマトシジミの δ15N が

季節的に大きく変動し、2024 年、2025 年ともに、δ15N 値が夏場に上昇する傾向が確認され

た。2025 年については、上述の通り、黒潮流路の関係で特にこの傾向が強かったと推察さ

れるが、平常時であっても、夏場の高水温で海水は膨張し、潮位が上昇することから、河川

内に高塩分水が波及することによって、餌料環境が変化しているものと考えられる。河口か

ら 3.0km 地点は、用船による調査を行っている地点であり、夏場に調査時期が偏っているこ

とから、δ15N 値が高く出ているものと考えられる。河口からの距離と貝類の δ13C・δ15N と

の関係を調べるためには、特定の季節の δ13C・δ15N だけでなく、通年の状況を把握するこ

とが必要である。 
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 河口からの距離と二枚貝類の δ13C・δ15N 値との間に相関があるということは、陸水と海

水の寄与割合が連続的に変化していることを示唆するものである。他の海域についても同

様の分析を進め、同位体比の空間配置を整理し、ハマグリの分布データと突き合わせること

で、どの程度、陸水の影響がある場所に、ハマグリの着底場、中間育成場、母貝場適地があ

るのか、検証していくことができるものと期待される。 

 

1-3. ベイズによる混合モデルを用いた餌料源推定の試行 

餌料源候補（エンドメンバー）の値として以下の値を仮に採用し、予備的な解析を行った。

今回の予備解析では、海水 POM の δ13C・δ15N 値が季節的に変動することを考慮していな

い。また、MPB についても、δ13C 値が先行研究に比べて低めに出ている。今後、これらの

課題の検討を進める計画であり、それに伴い、推定結果が大きく変わることが予想される。

そのため、今回の予備解析結果の説明については、最低限にとどめることとする。 

【海水 POM】 δ13C：-19.1±1.8‰、δ15N：9.9±2.3‰（n=18） 

【  MPB 】 δ13C：-17.7±2.2‰、δ15N：8.4±1.8‰（n=45） 

【淡水 POM】 δ13C：-28.6±1.9‰、δ15N：3.8±1.5‰（n=42） 

上述した条件によって、海水 POM、淡水 POM、MPB の寄与割合が、時系列に変化する様

子を可視化することができた（図 5）。岸サイトのカゴ試験区についてのみ、少し詳しく見

ると、2021 年には、河川水の寄与が見られたものの、2022 年以降、河川水の寄与がほぼ見

られなくなった。2021 年に小櫃川河口の浚渫が行われており、河口周辺に位置する本試験

区でも、河川水の波及状況が変化した可能性がある。また、2021 年 8 月と 2022 年 8 月のカ

ゴ試験区は、ハマグリ（<30mm）の収容密度および平均殻長がほぼ変わらないにもかかわら

ず、前者では海水 POM の寄与率が高く、後者では MPB の寄与率が高いという推定結果に

なった。バックグラウンドの生産性、特に海水中の生産性の違いを反映している可能性もあ

り、貝類の同位体比と環境のモニタリングを合わせて継続的に実施していくことで、貝類に

とっての餌料環境を把握することができると期待される。さらに、海水 POM の寄与率が低

下し、MPB の寄与率が上昇した 2022 年のアサリの餌料源を見ると、ハマグリに比べて MPB

の寄与率が上がっていない傾向が見られた。このことは、貝種による餌料源、摂餌生態の違

いを示唆するものであり、なぜ、近年、アサリが減る中で、ハマグリが増えているのか、と

いう疑問に対する餌料からの１つの答えになる可能性がある。 

 

2. 新川感潮域（浜名湖） 

2-1. 新川感潮域の塩分・水温の平面分布 

 塩分について、2025 年 6 月は 6.5～27.7PSU の範囲で観測された。2025 年 11 月は 13.9～

32.3PSU の範囲で観測され、6 月と異なり高い塩分が観測された。2025 年 6 月と 11 月とも

に、上流に向かうほど塩分の低下する勾配が見られた。また、底層では表層と比較して同じ

塩分が 100m～300m 上流で観測されたことから、浜名湖からの水塊が遡上していることを
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示している(図 6)。 

水温について、2025 年 6 月は 26.2～29.2℃の範囲で観測された。2025 年 11 月は 16.3～

18.7℃の範囲で観測された。水温の平面分布は、塩分で観測されたような一方向的な水温勾

配は観測されなかった。2025 年 6 月の表層は上流ほど水温が高く、底層では河口～中流で

低下し、中流～上流で上昇していた。2025 年 11 月の表層・底層とも上流に向かうほど水温

が下がる傾向が見られた(図 7)。 

 

2-2. 新川感潮域の底質の平面分布 

 中央粒径について、2025 年 6 月と 11 月ともに、0.04～0.39 ㎜の範囲で観測された。また、

河口および調査域上流部の浅い場所で粒径が大きく、調査域中流部で粒径が小さい傾向が

確認された(図 8)。 

強熱減量について、2025 年 6 月は 1.2～10.6%の範囲で観測された。2025 年 11 月は 1.0～

8.3%の範囲で観測された。2025 年 6 月は河川流軸で有機物が多い傾向が見られたが、11 月

の調査では確認されなかった。また、中央粒径が小さい地点で強熱減量が高くなる傾向が確

認された(図 9)。 

クロロフィル濃度について、2025 年 6 月は 2.5～24.6μg/g の範囲で観測された。2025 年 11

月は 6.8～23.2μg/g の範囲で観測された。2025 年 6 月は河口域でのみ 10μg/g 以上の濃度が確

認されたが、2025 年 11 月は下流域だけでなく中流域でも 10μg/g 以上の濃度が確認された

(図 10)。 

 

2-3. 新川感潮域で採集された二枚貝類相 

二枚貝類は 2025 年 6 月には 21 種、2025 年 11 月には 25 種が採集された。表 1 に各調査

における出現個体数の上位 10 種を示す。上位 10 種のうち 7 種が共通した種であった。密

度は 2025 年 6 月より 11 月で高い傾向が見られた。例えば、アサリは 6 月の調査では 1 サ

ンプル当たり 0.73 個体であったが、11 月の調査では 2.35 個体であった。殻長頻度分布をみ

ると、6 月の調査では殻長 10 ㎜に分布中心が見られたが、11 月の調査では殻長 3～4 ㎜に

分布中心が見られ、新規加入があったと推察される。ハマグリに関して、密度は各調査月で

差は見られなかった。ただし、6 月の調査では殻長 3～8 ㎜の個体が河口から中流域で採集

されたが、11 月の調査では 5 ㎜未満の個体が多く採集された。 

 

2-4. 非計量多次元尺度法(nMDS)による地点間における貝類相の構造 

 2025 年 6 月の nMDS のストレス値は 0.1509 であり、地点間の貝類相の類似度の再現性が

高いと判断された。対象種であるハマグリは、キサゴと同様に河口から 500m～1700m の地

点を代表する種であることが示された。また、ハマグリが分布する地点を特徴付ける環境要

因として、中央粒径が大きいこと、強熱減量が少ないこと、水深が関連していた(図 11)。 

2025 年 11 月の nMDS のストレス値は 0.093 であり、6 月の調査と同様に地点間の貝類相
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の類似度の再現性が高いと判断された。しかし、ハマグリは地点を代表する有意な種として

選択されなかった。おそらく、ハマグリが採集された地点が 3 地点のみであること、6 月で

は採集されなかった上流部での出現が影響していると考えられる。地点を特徴づける環境

要因について、中央粒径や強熱減量などの底質は 6 月と同様の傾向を示したが、水温や塩分

は表層・底層ともに同じ方向性を示していた。これは、6 月と比較して下流から上流への勾

配が緩やかであったことが原因であると考えられる(図 12)。 

 

2-5. 一般化線形モデルによるハマグリ分布と環境要因の関係性 

2025 年 6 月のハマグリ分布と関係する環境要因として、水深と強熱減量が有意な変数と

して選択された。これは、nMDS で示した結果と同様の結果を表している。すなわち、強熱

減量が高くなると密度を下げ、水深が深くなると密度が上がることを意味している。一方、

2025 年のハマグリ分布と関連する環境要因として、中央粒径と底層塩分が選択されたが、

有意な変数ではなかった。これは、nMDS の結果と同様に、出現する地点が偏っていたこと

が原因であると考えられる(表 2)。 

 

3. 二枚貝殻開閉運動 

10 月に観測を行なった 3 個体の開閉パターンを例として示す（図 13）。塩分が 0 となっ

ている期間は塩分センサーが干出中を表し、予測潮位の 90cm 以下とほぼ対応していた。ハ

マグリ大（殻長 65mm）、小（27mm）、アサリ（殻長 35mm）の 3 個体とも干出中はほとんど

殻が閉じている。アサリは冠水中はほぼ殻が開いているが、ハマグリ 2 個体は冠水中でも殻

が閉じている場合があった。 

冠水中の期間を上潮・満潮・下潮の 3 つに分割し、2 回の観察の 8 個体の二枚貝の開閉率

を求めたところ、冠水期間による違いとともに、個体差および季節差が認められた（図 14）。

7 月は調査地が干出中でも浅い潮溜まり状態となっていたためか、干出期間であっても活動

率（殻の開いている割合）が高かった。全体的に、ハマグリよりもアサリの活動率が高く、

ハマグリでも小型の個体で活動率が高い傾向が認められた。10 月では満潮時より上潮時に

より活動的であり下潮時はやや不活発であったが、7 月には満潮時での活動が活発な傾向で

あった。しかし、個体間の違いが大きく、統計的な検討は行わなかった。昼夜の周期も活動

率に影響する可能性があり、センサー設置直後にはハンドリングの影響が残る可能性があ

る。また、詳細に見ると、摂餌中に一時的に殻を素早く閉じる行動や、干出中に殻が半分ぐ

らい開いてそのまま停止する行動、潜り直しと思われる短周期の開閉行動などが認められ、

詳細な検討の余地がある。今後、観察個体数を増やして開閉パターンの一般化を進める必要

がある。 

 

【次年度に向けた提言】 

1. 盤洲干潟－小櫃川 
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二枚貝類の δ13C・δ15N 値と、河口からの距離との間に、相関があることを確認した。しか

し、本水域は、ハマグリの分布密度が低く、定量調査に基づくハマグリ分布状況の把握を行

うことが困難である。今後、盤洲干潟―小櫃川にて得られた成果を、新川感潮域を含む、他

水域に拡張し、検証を行う必要がある。 

一方、盤洲干潟―小櫃川については、2021 年から情報を蓄積しており、今後も二枚貝類

の同位体比をモニタリングしていくことで、干潟上の餌料環境についての理解が進むこと

が期待できる。混合モデルによる餌料源推定の精度向上のため、エンドメンバー、特に MPB

のデータについて、更なる検討が必要である。 

なお、ハマグリ種苗放流が令和 6 年をもって終了していることから、分布状況も含めて、

モニタリングを継続していくことで、本事業で実施してきた種苗放流が母貝場としての機

能を有しているのかどうか、検証していくことも非常に重要なテーマであると考える。 

 

2. 新川感潮域（浜名湖） 

 ハマグリ稚貝の成長や生残に適した水温・塩分は 35℃以下で 19.3‰以上であることが知

られている(沼口・田中, 1897)。2025 年 6 月の調査において、新川感潮域の流程に沿って環

境勾配の異なる地点を網羅的に調査することで、新川感潮域がハマグリの生息に適してい

ること、さらに統計解析によって、ハマグリ分布に関わる有意な環境因子を抽出することが

できた。しかし、この結果をもとに調査の簡素化を試みたが、2025 年 11 月の調査では塩分

や水温の環境勾配も緩やかであったこと、ハマグリが採集された地点や新規着底稚仔の個

体数が少なかったことから、ハマグリ分布に関わる明確な環境因子は得られていない。また、

2 回の調査ともに調査船の制限により、水深の浅い場所や潮間帯の採集地点が少なく、水深

を網羅的に調査することができなかった。水深はハマグリ分布に有意な環境因子であると

考えられることから、次年度はより浅い場所を調査できる方法を検討する必要がある。本調

査では、対象種であるハマグリのみの解析を実施したが、新川ではアサリ、オキシジミ、ユ

ウシオガイなどハマグリより高密度で出現した種が見られたことから、これらの種の生息

環境を評価することでハマグリの生息環境の特徴をさらに明確にできる可能性がある。 

以上のことから、次年度は、①調査する水深帯の範囲を広げ、②他の二枚貝種の分布と生

息環境を比較し、ハマグリ生息適地について明らかにする。 
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【図表】 

 
図 1 盤洲干潟－小櫃川における調査地点の概要 

 
図 2 新川感潮域における調査地点の概要 
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図 3 盤洲干潟における殻開閉活動観察の状況。真ん中上方の 2 個体がハマグリ、右の 2 個体が

アサリ。センサーから伸びるリード線が左端のポール上にあるデータロガーに繋がっている 

図 4 河口からの距離と二枚貝類の炭素・窒素安定同位体比 

 
図 5 ベイズによる混合モデルを用いた餌料源推定結果（試行版） 
 

河口からの距離 
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図 6 2025 年 6 月と 11 月における新川感潮域の表層および底層の塩分の平面分布．赤字の
数値の単位は PSU を示す． 
 

 
図 7 2025 年 6 月と 11 月における新川感潮域の表層および底層の水温の平面分布．赤字の
数値の単位は℃を示す． 
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図 8 2025 年 6 月と 11 月における新川感潮域の中央粒径の平面分布．赤字の数値の単位は
㎜を示す． 
 

 
図 9 2025 年 6 月と 11 月における新川感潮域の強熱減量の平面分布．赤字の数値の単位
は%を示す． 

 
図 10 2025 年 6 月と 11 月における新川感潮域のクロロフィル a 濃度の平面分布．赤字の
数値の単位は μg/ g を示す． 
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図 11 2025 年 6 月における二枚貝類・巻貝類相の地点間の類似度の二次元プロットと地点
を特徴付ける貝類(左)と環境要因(右)の関係性． 

 
図 12 2025 年 11 月における二枚貝類・巻貝類相の地点間の類似度の二次元プロットと地
点を特徴付ける貝類(左)と環境要因(右)のプロット． 
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図 13 10 月の観察期間中の干潟環境と二枚貝 3 個体の殻開閉状況。上から順に、センサーによ

る水温、塩分、予測潮位、開閉状況（ハマグリ殻長 65mm、ハマグリ 27mm、アサリ 35mm）。潮位グラ

フの赤破線は潮位 90cm を示す 

 

 

 

図 14 個体ごとの活動率を、干出中・上潮時・満潮時・下潮時の 4 つの時間帯に分けて示す。A: 7

月の観察結果、B： 10 月の観察結果。横軸ラベルのハマはハマグリの略、数値は殻長（mm） 
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表 1 新川感潮域で出現した二枚貝類の上位 10 種のリストおよび各地点での 1 サンプルあ
たりの個体数．2025 年 11 月の灰色の枠は調査しなかった地点を示す． 

 

 
表 2 一般化線形モデルによるハマグリ分布と環境要因の関係性． 
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ウ 母貝育成技術と標識技術の開発 

⑥ハマグリの餌料生物および餌環境に基づく生息適地の選定技術の開発 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産資源研究所 

渡辺 剛・長谷川夏樹 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産技術研究所 

西本篤史・高田宜武・南部亮元 

静岡県水産・海洋技術研究所 浜名湖分場 

上原陽平 

 

【目的】 

ハマグリ稚貝の育成および母貝場の造成に適した餌料生物および餌料環境を明らかにす

るため、稚貝や母貝の生息地において試料を採取し、メタバーコーディング等の手法を用い

て、ハマグリの消化管内容物と環境中の餌料候補について生物組成を分析・比較する。 

ハマグリの消化管内容物や生息環境の調査に先立ち、令和 6 年度は先行研究が少ないハ

マグリ消化管内容物のメタバーコーディング解析に適した１）固定方法、２）DNA 抽出方

法、および３）遺伝子領域を明らかにした。一方で、18S rDNA 領域ではハマグリの DNA が

増幅するため、消化管内容物中の真核生物組成が十分に把握できない課題が残った。よって、

令和 7 年度はハマグリ消化管内容物の 18S rDNA 領域増幅に適したプライマーを新たに設

計することを目的とした。さらに、成長段階の異なるハマグリの餌料生物を明らかにする目

的で、消化管内容物の生物組成を殻長ごとに比較した。 

 

【研究方法】 

ハマグリは 2024 年 5 月 22 日と 7 月 22 日に千葉県久津間海岸で採取した。エタノールで

固定した個体を尿素バッファー法（Asahida et al. 1996）で DNA 抽出をおこない、DNeasy 

Blood & Tissue Kit（Qiagen）で DNA を精製した。新規プライマーの設計では公共 DNA デー

タベースから、ハマグリなどの二枚貝と消化管内容物中で優占した主要な生物群の 18S 

rDNA 配列をダウンロードし、従来の核 18S rDNA V7-V9 領域プライマー（Dzhembekova et 

al. 2018、以下、従来プライマー）の近傍にハマグリのみ異なる塩基配列を持つ部分を探索

し、2 種類の新規プライマーを設計した（以下、新規プライマーA と B）。これらのプライ

マー用いてハマグリと海水から抽出した DNA で PCR による増幅を確認後、メタバーコー

ディング解析により生物組成を比較した。成長段階ごとのハマグリ餌料生物の比較におい

て、まずハマグリを殻長で 4 つ（5mm 前後、10mm 前後、20-30mm、40mm 以上）にクラス

分けした。植物プランクトン組成は、葉緑体 23S rDNA（Sherwood et al. 2007）と葉緑体 psbA

（Okumura and Kaga 2017）、真核生物組成は核 18S rDNA V7-V9 領域（Dzhembekova et al. 

2018）を用いた。群集間の変異の有意性を Permutational Multivariate Analysis of Variance 

（PERMANOVA）で検定し、Bray-Curtis 指数を利用した非計量多次元尺度構成法（non metric 
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multidimensional scaling, NMDS）により群集の類似性を比較した（土井・岡村 2011）。 

 

【研究成果の概要】 

ハマグリ消化管内容物の 18S rDNA メタバーコーディングに適した新規プライマーの開

発をおこなった。従来プライマーでは二枚貝の DNA が 99%を占めた。新規プライマーで

は、いずれも二枚貝の DNA が大幅に減少した。二枚貝を除く生物の配列数は新規 A で 5

倍、新規 B で 60 倍に増加した。配列数に対する検出属数は、ハマグリでは新規プライマー

が、海水では従来プライマーのほうが多くなる傾向が示された（図ウ-6-1）。同一配列数で期

待される検出属数は、ハマグリでは新規 B が最も多く、海水では従来プライマーが最も多

くなった（表ウ-6-1）。よって、ハマグリ消化管では新規 B プライマーを、海水では従来プ

ライマーの使用が望ましいと考えられる。 

成長段階の異なるハマグリ間で消化管内容物組成を比較した。植物プランクトン組成（葉

緑体 23S rDNA と葉緑体 psbA）では大型個体（20-30mm、40mm 以上）と小型個体（5mm 前

後、10mm 前後）で群集が別れ、小型は藍藻 Synechoccocus が関連していた（図ウ-6-1A、 B）。

しかし、大型個体は 5 月に、小型個体は 7 月に採集しており、季節性の影響も否定できな

い。真核生物組成（核 18S rDNA）では、サイズ間で明瞭な相違が示されなかった（図ウ-6-

1C）。 

 

【次年度に向けた提言】 

ハマグリ消化管における真核生物を対象とした餌料生物のメタバーコーディング解析

（18S rDNA V7-V9 領域）において、ハマグリ DNA の増幅を抑制するプライマーセットを

開発した。今後は新規プライマーを使用することで、効率よく真核生物組成を把握できるこ

とが期待される。成長段階ごとの餌料生物組成の比較では、ハマグリの同一時期でのサンプ

リングと十分な個体数の確保が課題となった。令和 7 年度は浜名湖において 6 月と 11 月に

殻長の異なるハマグリを多数得ており、今後これらの個体のメタバーコーディング解析を

進める。また、1 mm 以下の稚貝や海水および底質についても解析を実施し、生物組成の比

較によってハマグリの餌料生物を明らかにしたい。 

 

【参考文献】 
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【図表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図ウ-6-1 従来プライマーと新規プライマーA と B の配列数に対して期待される検出属数

の比較。図中の primer1 が従来（赤線）、primer2 が新規 A（緑）、primer3 が新規 B（青）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図ウ-6-2 遺伝子領域ごとのハマグリ生物組成の比較。色分けは殻長（ピンク > 40 mm, 緑 

20-30 mm、青 10 mm 前後、紫 5 mm 前後）、マーカーは採集日（●2024 年 5 月、▲2024 年

7 月）を示す。楕円は殻長ごとの群集の中心を表す（18S rDNA は重なっており、5mm 前後

は 1 個体なので楕円無し）。図中の属名と矢印は NMDS で有意だった属。 
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表ウ-6-1 同数の塩基配列が得られたと仮定した場合に、検出が期待される属数の推定値。

新規プライマーのいずれもハマグリで従来プライマーより多くの属を検出できるが、海水

では従来プライマーのほうが多くの属を検出できる可能性が高い。 

 

プライマー 
ハマグリ 

H28 

ハマグリ 

H38 

海水 

TB40 

従来 16 10 165 

新規 A 67 81 61 

新規 B 91 113 70 
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ウ 母貝育成技術と標識技術の開発 

⑦大分県北部海域におけるハマグリ母貝育成技術の開発 

 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部北部水産グループ 

都留久美子・岡田理・高橋杜明・内海訓弘 

 

【目的】 

 大分県北部海域において、被覆網等を活用した保護育成試験を実施し成長や成熟等を調

査することにより、人工種苗を用いたハマグリ母貝育成技術の開発を行う。令和７年度

は、母貝団地造成に好適な環境条件や産卵期を明らかにするため、天然ハマグリの分布状

況と底質環境の関連を調査するとともに、4～9 月における成熟調査を行った。 

 

【研究方法】 

１）分布生態調査 

 大分県守江湾において、従来から大分県漁業協同組合杵築支店（以下、杵築支店）による

アサリ調査定点として用いられている 31 地点に、新たに高山川、八坂川の河口域それぞれ

2 地点計 4 地点を加えた合計 35 地点を対象に、6 月に調査を行った（図 1）。分布調査は 0.2m

×0.2m×0.1m の方形枠を用いて 1 地点あたり 2 回採取し、4mm 目合いのザルで選別したす

べての二枚貝を計数し、殻長等を測定した。また、内径 30mm のコア採泥器を用いて表層か

ら 5mm 深および 10mm 深の底泥を採取し、前者は DMF（N,N-dimethylformamide）で抽出し

たクロロフィル a 量を分光光度計（HITACHI 社、UH5300）で測定し、後者は検知管法によ

り全硫化物を測定した。分布調査で底質を採取した際に滲出した間隙水をシリンジで約

50ml 採取し、3,000rpm で 2 分遠心分離した上澄みを孔径 0.7µm のシリンジフィルターでろ

過した後、栄養塩（NH4—N、NO2、NO3、DIN、PO4—P）をオートアナライザー（BLTEC 社、

swAAt）で測定した。さらに、同様のシリンジまたは直径 50mm の塩ビ管を用いて表層から

50mm 深の底泥を採取し、60℃で乾燥後 2mm 以上の固形物をフルイで除去し、レーザー回

折式粒度分布測定器（スペクトリス社、マスターサイザー3000）により粒径別の体積比を測

定し、中央粒径値、平均値、淘汰度、尖度及び泥分率を算出した。 

 10 月は 6 月調査の際にハマグリが出現した守江湾の西側に調査域を限定し、河口域に調

査点を増設した合計 19 地点で同様の調査を行った。ただし、ハマグリの分布密度が低いこ

とが予想されたため、分布調査は 1 地点あたり 4 回（St.40 は 20 回）採取した。 

 

２）成熟調査 

 大分県守江湾において令和 7 年 4 月に被覆網下の天然ハマグリを採集した。この被覆網

は、杵築支店がアサリ保護のために平成 29 年度から設置しているものである。採集したハ

マグリを約 5 ㎏の砂利とともに網袋（63×65cm、5mm 目合い）に入れ、さらに丸カゴ（直
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径 46cm、7 節）に入れて守江湾内の灘手港岸壁に垂下した（図 2）。水温ロガー（Onset 社、

HOBO TidbiT v2）を網袋内に設置し、2 時間おきに水温を記録した。4～9 月にかけて月に 1

～2 回、約 10 個体を持ち帰り、殻高、殻長、殻幅、殻付重量、軟体部重量を測定し、鳥羽

ら（1992）により肥満度を算出するともに、安田ら（1945）による群成熟度を軟体部の目視

観察から算出した。ただし、カクレガニ科のカニ（以下、ピンノ）の寄生が認められた個体

はサンプルから除外した。ピンノの寄生は全 96 個体中 4 個体（4.2%）で確認された。また、

生殖腺の一部を顕微鏡観察して平均卵径を求めるとともに、Davidson 液で固定した。 

統計解析には R（ver.4.5.2, R Core Team）を使用した。空間分布図の作成には R の Leaflet

パッケージを使用し、背景地図には Esri 社提供の World Imagery（衛星写真）を用いた。 

 

【研究成果の概要】 

１）分布生態調査 

 守江湾におけるハマグリとアサリの分布を月別に図 3 に示した。ハマグリはアサリと比

較して分布が限定的であり、6 月の調査では 35 地点中 11 地点で、10 月の調査では 19 地点

中 8 地点のみで観察された。6 月の調査では殻長 3～10mm のハマグリが河口域に多く分布

し、30mm 以上の個体は河口から約 400m の地点（St.14、St.28）と河口より上流側（St.35）

でそれぞれ 1個体ずつ確認された。10月の調査においては殻長による分布の差は見られず、

30mm 以上の個体は河口域（St.34、St.40）で各 1～2 個確認された。6 月と 10 月の調査時に

確認されたハマグリの殻長組成を図 4 に示した。6 月の調査における最頻値は殻長 5mm 未

満であったが、10月の調査では15～20mmに推移した。10月調査における最小殻長は12.3mm

であった。 

 ハマグリの生息密度に対する、底質要因（中央値、平均値、淘汰度、尖度、泥分率）およ

び環境要因（間隙水の NH4—N、NO2、NO3、DIN、PO4—P、底泥中のクロロフィル a、AVS）

の影響について、合計 54 地点のデータに基づき検証した。本種が確認されたのは 19 地点

（出現率 35.2％）のみであり、個体数データに強い偏りが認められた。単回帰分析の結果、

間隙水の DIN（r＝0.650）および NH4—N（r＝0.664）が分布の変動を説明する最大の要因と

して抽出され、底質要因では泥分率（r＝-0.32）が最大であった（図 5）。 

 DIN 等の環境要因との相関は認められたものの、今回の調査におけるハマグリの出現率

が 35.2％と低かったことから、本種の分布は環境選択のみによって規定されているのでは

なく、個体群密度そのものの著しい低下に伴う確率的な不在の影響を受けている可能性が

示唆された。 

 

２）成熟調査 

 丸カゴ内の水温、肥満度、群成熟度の推移をそれぞれ図 6、図 7、図 8 に示した。調査期

間中の水温は垂下開始翌日の 4 月 29 日 6 時が最低で 15.0℃、最高は 7 月 9 日 18 時の 33.3℃

であった。それ以降は調査終了まで 1 日の平均水温は 25～30℃で推移した。肥満度は 4 月
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から 8 月上旬にかけては平均 12～15 の高い値で推移し、7 月 22 日に最大値を示した後、9

月以降急激に低下し、平均 10 程度となった。群成熟度は 4～5 月は 0 であったが、6 月に急

激に上昇し 7～8 月は 0.8 以上で推移した。肥満度と同様に 9 月以降低下する傾向が見られ

た。以上のことから、守江湾にカゴで垂下したハマグリの産卵期は 7～8 月がピークである

と考えられた。 

卵径の推移を図 9 に示した。今回、雌雄比が一定でなく、サンプリングごとの雌個体数が

極端に少ない日もあったため、卵径については時期による明確な差異は確認されなかった

が、調査期間中次第に小さくなる傾向が見られた。 

 

【次年度に向けた提言】 

 分布生態調査についてはハマグリが確認された地点が少なかったため、今後調査を継続

することで観察数を増加させ、母貝団地造成に適した環境条件を模索する。 

 成熟調査は、今年度は丸カゴ内に垂下した個体を対象に行った。守江湾において天然に生

息するハマグリを毎月一定数採取するのは困難であるため、令和 8 年 2 月にアサリの被覆

網下または天然海域で採取したハマグリを新たな被覆網下に収容した。今後、月 1～2 回の

頻度でこの被覆網下からサンプリングを行い、より天然に近い環境における成熟状況の調

査を行う。 

 また、本課題における人工種苗を用いた中間育成や母貝育成技術開発については、今年度

は種苗生産が不調で人工種苗の確保が困難であった。次年度は早期採卵を含めた人工種苗

生産に取り組み、秋までの沖出しを目指す。 

 

【引用文献】 

鳥羽光晴・夏目洋・山川紘（1992）東京湾産アサリの成熟と産卵に関する二，三の知見．水

産工学，29（1），47-53． 

安田治三郎・浜井生三・堀田秀之（1945）アサリの産卵期について．日水誌，20（4），277-

279． 

 

【図表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１．調査地点 

守江湾 

出典：国土地理院 https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html 

大分県 

北部水産 G 
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調査 

不実施 

図３．守江湾における調査月別ハマグリとアサリの分布（サイズは平均殻長） 

未実施 

未実施 

図２．成熟調査用ハマグリ採集場所とカゴ垂下場所 

カゴ垂下場所 

（アサリ用被覆網内） 

採集場所 

出典：国土地理院 https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html 

図４．調査で確認されたハマグリの殻長組成（左：6 月、右：10 月） 

6月 10月 
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図５．ハマグリ生息密度と環境、底質との相関（左：間隙水の DIN、右：泥分率） 

図６．垂下丸カゴ内の水温 
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図８．垂下ハマグリの群成熟度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

  

図７．垂下ハマグリの肥満度の推移 

（異なるアルファベット間には有意差があることを示す（Tukey’s HSD test, p<0.05）） 

測定日（月日） 

図９．垂下ハマグリの平均卵径の推移 
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エ．瀬戸内海におけるタイラギの交雑の実態調査 
水産研究・教育機構 水産資源研究所 生命情報解析部 

關野正志・中道礼一郎・山本佑樹・前田雪 

水産研究・教育機構 水産技術研究所 養殖部門 生産技術部 

山田充哉 

【既往知見とこれまでの成果】 
瀬戸内海の香川県沖には、有隣型タイラギと呼ばれる、貝殻表面上の鱗状突起と放射肋で

特徴づけられるリシケタイラギ（Atrina lischkeana；以降、リシケと表記）と、無鱗型のズ
ベタイラギ（Atrina japonica；ズベ）のハイブリッドが存在する（横川 1996；Sekino et al., 
2023）。横川（1996）は、香川県沖（備讃瀬戸）の天然タイラギを対象としてアイソザイム
マーカーによる集団多型解析を行い、両種の間で交雑が生じている可能性を指摘したが、雑
種第一世代（F1）の繁殖能力の欠如から、片方の種の遺伝子プールに他方の遺伝子が浸透し
ていく“遺伝子浸透”は起こっていないと推察した（補足資料 1 参照）。しかし、ゲノムをよ
り詳細に調べることができる一塩基多型（SNP）解析と集団遺伝統計学の進歩により、香川
県沖のリシケとズベの間で遺伝子浸透が生じていることが明らかになった（Sekino et al., 
2023；補足資料 1）。また令和４年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業の成果から、リシ
ケとズベのハイブリッドには受精可能な卵・精子の形成能力があることが分かった（令和４
年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業報告書）。 

香川県沖においてリシケとズベ間で遺伝子浸透が起こっていることは確実であるが、多
くの個体ではミトコンドリア DNA（mtDNA）の系統（ズベは L1、リシケは L2；Liu et al., 
2011、Hashimoto et al., 2021）と貝殻形態が一致している。このことから、何らかの外的・
内的要因により不完全ながら種の独立性が保たれていると考えられる。再生産可能なハイ
ブリッド人工種苗を天然海域に大量移植した場合、長期にわたる種間相互作用のバランス
のもとで維持されてきた種の独立性が破壊され、種・資源の崩壊を導くリスクがある。さら
にハイブリッドを移植用種苗生産の親として用いることは、種多様性および遺伝的多様性
保全の観点から問題がある。そのため令和 5 年度には、種苗生産用の親候補個体中に含ま
れるハイブリッドを迅速に同定するためツールとして、核ゲノム中の SNP マーカーを開発
した（202 マーカー；令和 5 年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業報告書）。なお、これ
らのマーカーは、ジェノタイプデータ注 1 の精度の高さで定評のある MassARRAY システム
（Agena Bioscience）で解析することを前提としている。 
 

【令和 7年度の目的】 
 本課題の目標の一つは、開発した SNP マーカーを用いて、水産技術研究所百島庁舎にお

いてリシケ種苗生産に用いられる親候補の中からハイブリッドを検出し、その結果を親貝

の選択指標、すなわち純種を選択するための指標として活用することである。二つ目の目標
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は、同じく SNP マーカーを用いて、瀬戸内海におけるハイブリッドの分布を調べることで

ある。これまでに遺伝子浸透が確認されているのは瀬戸内海の香川県沖のみであり、遺伝子

浸透がそこで局所的に起こっているのか、あるいは瀬戸内海全域における現象であるのか

は全く不明である。仮に純種しか生息していない海域にハイブリッド種苗を移植した場合、

人為的に遺伝子浸透を促進することによる遺伝子汚染のリスクを伴う。一方、純種しか生息

していない海域の個体を用いて種苗生産を行う場合は、時間・労力・解析費用を要する DNA

に基づくハイブリッド検出の必要性は低い。これらのことから、瀬戸内海の各海域において

交雑の実態を調べることは、タイラギの種・資源保全を考える上で重要である。令和 6 年度

には、香川県沖以外に、岡山県の笠岡沖、淡路島の一宮沖および大阪府南部海域から得られ

た標本の SNP 解析を行った。その結果、ハイブリッドの出現頻度が地域によって大きく異

なることを明らかにした（令和 6 年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業報告書）。本年度

は、瀬戸内海西部海域で得られた標本の SNP 解析を実施するとともに、令和 6 年度までに

得られた標本の mtDNA 系統を調べた。 
 

【研究方法】 
1. 百島庁舎種苗生産用親候補個体中のハイブリッド検出  

水産技術研究所百島庁舎において令和 7 年度種苗生産に用いる予定であったリシケ形態
の親候補個体群（MP25）のうち、95 個体を対象として、SNP マーカーを使ってハイブリ
ッド検出を行った。令和 5 年度の本事業成果から、ハイブリッド検出のみを目的とする場
合、100 個程度のマーカーを用いれば十分であることが分かっているため（令和 5 年度さ
け・ます等栽培対象資源対策事業報告書）、解析には 202 個のマーカーのうち 132 個を使用
した。得られたジェノタイプデータに基づき、各個体のゲノムにおけるリシケとズベ由来の
DNA を定量的に推定することができる Admixture 解析を行った（ソフトウェア Structure 
version 2.3.4；Prichard et al. 2000）。Admixture 解析では、リシケ純種とズベ純種の参照集
団として、それぞれ五島集団（GOTO；N = 33）と函館集団（HKDT；N = 45）を用いた
（Sekino et al., 2023）。なお、両参照集団における 202 個の SNP マーカーのジェノタイプ
データは令和 5 年度に取得済みである。さらに Sekino et al. (2023)に記載されている方法
に従って、全個体の mtDNA の COI 領域の塩基配列を調べ（606 塩基分）、mtDNA 系統を
決定した。 
 

2. タイラギの交雑の実態調査 
 令和 6 年度までに得られた瀬戸内海の天然タイラギについて、上記のように mtDNA の
COI 領域の塩基配列を調べ、各個体の mtDNA 系統を決定した。 
 本年度は瀬戸内海 4 海域から得られたタイラギについて（図 1）、全 SNP マーカー（202
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個）のジェノタイプデータを収集した。標本の採集海域は、西から周防灘の大分県国東市沖
（OIT25; N = 20）、周防灘東端の山口県平生湾（YGC25；N = 31）、燧灘の愛媛県今治市沖
（EHM25；N = 75）および香川沖（MP25：上記の百島庁舎種苗生産親候補個体）である。
OIT25 および YGC25 から得られた標本の外部形態は、それぞれズベ型とリシケ型であっ
た。一方、EHM25 ではリシケ型、ズベ型、および両者の中間型が混在していた。得られた
ジェノタイプデータを使って Admixture 解析を実施した。 
 

【研究成果の概要】 
1. 百島庁舎種苗生産用親候補個体中のハイブリッド検出 

令和 7 年度の種苗生産に用いられた MP25 について、132 個の SNP マーカーに基づいて
Admixture 解析を行った結果を図 2 に示す。MP25 の中には、令和 6 年度までの種苗生産用
親候補群で観察されたような、リシケとズベの両種に由来する DNA を半分ずつ持つ明らか
なハイブリッドは認められなかった。この結果を百島庁舎と共有し、mtDNA の L2 系統で
あり、かつ核ゲノム中にズベの DNA が含まれていない（図 2 における qzube = 0.000）と考
えられる 32 個体を、リシケ種苗生産に用いることを推奨した。  

 
2. タイラギの交雑の実態調査 
 令和 6 年度までに得られた標本の mtDNA 系統を決定した（図 3）。Admixture 解析の結
果と mtDNA 系統情報を照合してみると（図 4）、ハイブリッドの mtDNA 系統は、L1 と L2
のうち特定の系統に限定されるわけではないということが分かった。このことから、リシケ
とズベ間の交雑が双方向に生じている注 2 ことが再確認された。 
 本年度に得られた瀬戸内海の 4 海域の標本およびリシケとズベ純種の参照集団サンプル
のジェノタイプデータを用いて Admixture 解析を行った（図 5）。OIT25（大分県）の標本
は外見上すべてズベ型、YGC25（山口県）の標本はすべてリシケ型であったが、Admixture
解析の結果でも、それぞれ純粋な（ほぼ純粋な）ズベと純粋な（ほぼ純粋な）リシケである
と判断された。一方、EHM25（愛媛県）の標本中には、リシケ、ズベ、および判別の困難
な中間型が混在していたが、この貝殻形態のバリエーションから予想されたように、純種と
考えられる個体とリシケとズベの DNA を様々な割合で有するハイブリッドが検出された。
令和 6 年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業報告書に記載した結果と併せると、ハイブ
リッドは瀬戸内海中部（燧灘から備讃瀬戸）に集中して生じていることが示唆された。 
 

注 1：二倍体生物の場合、１組（二本）の相同染色体が存在する。一塩基多型が生じているサイトにおいて、

相同染色体のそれぞれが“アリル”を持つ。例えばある個体の１組の相同染色体の特定のサイトにおいて、

片方の染色体にアリル A、もう一方の染色体にアリル C という異なるアリルがあるとすると、そのサイト

は一塩基多型サイト（SNP サイト）であり、ジェノタイプは AC となる。ジェノタイプを決定することを
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ジェノタイピングと呼ぶ。 

注 2：多くの動植物で交雑が報告されているが、交雑が一方向の例がある（種 A のメスと種 B のオスは交

雑可、種 A のオスと種 B のメスは交雑不可）。タイラギの場合は、ハイブリッドが母系遺伝する mtDNA

の特定のタイプのみを持つわけではないため、交雑は双方向であると予想される。 

 
【引用文献】 
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Liu J, Li Q, Kong L, Zheng X (2011) Cryptic diversity in the pen shell Atrina pectinata (Bivalvia: Ptinidae): 
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補足資料 1. リシケとズベ間の遺伝子浸透 

  
上図は、RAD 法（Baird et al., 2008）で得られた 1,469 個の SNPs に基づき、主成分分析

によって日本各地で採集されたタイラギを個体レベルでグループ分けした結果である
（Sekino et al., 2023 を改変）。五島の福江島（水色）と函館（赤色）では、それぞれ典型的
な有隣型（リシケ）形態を持つミトコンドリア DNA L2 系統、無鱗型（ズベ）形態の L1 系
統しか生息が確認されていない。このため福江島の標本は純粋なリシケ、函館の標本は純粋
なズベであると考えられる。日間賀島（ピンク）では圧倒的にズベ（L1）が多いが、ごく稀
にリシケ（L2）が漁獲される（Hahimoto et al., 2021）。佐賀（有明海；黄緑色）では、現在
リシケが多いが、過去にはズベも比較的高頻度に見られ（古賀 1992；伊藤 2004）、近年で
も低頻度ながら L1 系統が認められるが（荒巻 2013；Hashimoto et al., 2018, 2021）、本解
析に用いた標本はすべて L2 系統であった。またリシケとズベの中間形態を持つ個体も見ら
れる（図中の集団サンプル説明の“?”は、中間形態の標本を含むという意味）。香川（瀬戸内
海）にはリシケとズベが同所的に生息し、両者の中間型も頻繁に見られる。図中では香川の
L2 系統をオレンジで、L1 系統を紫色で示してある。 
 福江島の標本が純粋なリシケ、函館のサンプルが純粋なズベとすれば、図の左の方に位置
づけられている個体は、純粋かほぼ純粋なリシケのグループ、右の方に位置づけられている
個体は、純粋かほぼ純粋なズベのグループとみなすことができる。リシケのグループには、
福江島と佐賀の全標本および香川 L2 系統の大多数の標本が含まれ、ズベのグループは、函
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館と日間賀島の全標本および香川 L1 系統の大多数の標本で構成されていた（図では、日間
賀島の標本は、函館の標本の背後に集中して点状に位置づけられている）。一方、香川の L1
と L2 系統ともに、リシケとズベグループの間に、スレッド状に位置づけられる標本が認め
られた。これらはリシケとズベのハイブリッドと断定できる。 
 横川（1996）は、アイソザイム解析に基づき、香川にはリシケとズベのハイブリッドが存
在するが、F1 は不妊であると推察している。F1 が不妊であれば、それぞれの種の遺伝子プ
ールの完全な独立性が維持される。一方、F1 が次世代を残すことができる場合、F1 と純種
の交配を端緒として、片方の種の DNA が、もう片方の種の遺伝子プールに浸透していく。
この現象を遺伝子浸透と呼び、遺伝子浸透を伴う交雑を浸透性交雑と呼ぶ。横川の主張が正
しければ、F1 は次世代を残すことができないため、遺伝子浸透は起こらないということに
なる。F1 が不妊であれば、つまり F1 以降の世代のハイブリッドが存在しなければ、上図で
言えば、両種から DNA を半分づつ受け継ぐハイブリッド（F1）は、スレッド状ではなくリ
シケとズベグループの中間付近に位置づけられるはずである。しかし境界が曖昧なスレッ
ド状に位置づけられる標本が多数検出されたということは、F1 が再生産可能であるために
遺伝子浸透が生じ、リシケとズベの DNA を様々な割合で有している個体が存在することを
意味する。したがってこの結果は、F1 が不妊であるという横川の主張を否定する。また、香
川の 3 標本は、L1（ズベ）系統であったのにも関わらず（紫）、核 DNA では純粋かほぼ純
粋なリシケとみなされた。このことは遺伝子浸透が比較的長い間続いているということを
示唆する。 
 

【補足資料 1の引用文献】 
荒巻 裕（2013）有明海産タイラギの DNA 分析による種判別. 佐有水研報 26: 89‒91. 
Baird NA, Etter PD, Atwood TS, Currey MC, Shiver AL, Lewis ZA, Selker EU, Cresko WA, Johnson EA 

(2008) Rapid SNP discovery and genetic mapping using sequenced RAD markers. PLoS ONE 3: e3376. 

Hashimoto K, Yamada K, Nagae A, Matsuyama Y (2018) Lineage specific detection of the scaly 
form of the pen shell Atrina spp. by a loop‑mediated isothermal amplification method. Fisheries 
Science 84: 837–848. 

Hashimoto K, Yamada K, Sekino M, Kobayashi M, Sasaki T, Fujinami Y, Yamamoto M, Choi K-S, 
Henmi Y (2021) Population genetic structure of the pen shell Atrina pectinata sensu lato 
(Bivalvia: Pinnidae) throughout East Asia. Regional Studies in Marine Science 48: 102024. 

伊藤史郎（2004）有明海における水産資源の現状と再生. 佐有水研報 22: 69‒80. 
古賀秀昭（1992）有明海産タイラギに関する研究―VI. 貝殻殻表の類別による形態の相違とその

分布. 佐有水研報 14: 9‒24. 
Sekino M, Hashimoto K, Nakamichi R, Yamamoto M, Fujinami Y, Sasaki T (2023) Introgressive 

hybridization in the west Pacific pen shells (genus Atrina): restricted interspecies gene flow within the 

genome. Molecular Ecology 32: 2945‒2963. 
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【図表】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1. 令和 7年度における標本採集地点 

 

図 2. 令和 7年度百島庁舎種苗生産親候補個体におけるズベ由来 DNAの割合 

縦軸は各個体のゲノムにおけるズベ由来の DNA の割合（qzube）、横軸は各親候補個体
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（qzube が低い方から高い方へ個体を並べてある）。 
 
 

 

図 3. 令和 6年度までに得られた標本のmtDNAハプロタイプネットワーク 

各円が一つのハプロタイプ（mtDNA 型）を表し、円の大きさはハプロタイプの頻度に比例
する。エッジ（ハプロタイプを結ぶ線）上のハッチマークの数は、二つのハプロタイプ間で
異なる塩基の数（1 塩基の差異の場合はハッチマーク省略）。L1 系統（L1-ハプロタイプグ
ループ）と L2 系統（L2-ハプロタイプグループ）は明瞭に分離される。 
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図 4. 令和 6年度までの標本の Admixture解析結果とmtDNAのタイプ 

横軸は各個体、縦軸は Admixture proportion（赤が各個体のゲノムにおけるズベ由来の DNA
の割合、青がスベ由来の DNA の割合）。各集団の Admixture 解析結果の下に各個体の
mtDNA 系統を示してある（赤が L1、青が L2） 
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図 5. 令和 7年度に採集された標本の Admixture解析 

縦軸は Admixture proportion（青がリシケ由来の DNA、赤がズベ由来の DNA）、横軸が各
個体。GOTO は、五島福江島の純粋なリシケ、HKDT は北海道函館の純粋なズベの参照集
団標本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 

95 

 

オ 二枚貝類の生産現場における ICT の活用 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産技術研究所 

樽谷 賢治・山田 充哉・崎山 一孝・今井 正・西本 篤史・伊藤 篤 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産資源研究所 

前田 雪 

国立大学法人 熊本大学 

戸田 真志 

 

【目的】 

近年、二枚貝漁業・養殖業において稚貝の安定確保の需要が高まっており、費用や労力を

できるだけかけずに稚貝を量産する技術の開発が課題となっている。二枚貝の種苗生産で

は、技術者が飼育水槽中の餌料密度や幼生の成長・生残等を常時把握し、餌料添加等の適切

な飼育管理を行っている。しかしながら、種苗の安定確保を要望する各地先の生産現場では

熟練の技術者が不足あるいは不在である場合が多く、飼育管理の省力化、省人化が課題とな

っている。本課題は、種苗生産時の主要な飼育管理工程である餌料密度管理の省力化を実現

するため、飼育水槽内の餌料密度を定期的に計測し、餌料密度低下時に自動的に餌料藻類を

添加する自動給餌装置の開発を行うことを目的とした。省力化と同時に、飼育時の餌料密度

等のデータを取得することで、生産工程の改善につながることが期待される。開発にあたっ

ては、消耗品価格の部品で構成し、できるだけ低価格かつ自作可能な構成とすることを目標

とした。自作可能な単純な構成とすることで、トラブル時のメンテナンスや機能追加等の改

良、アップデートが容易になる利点がある。 

 

【研究方法】 

自動給餌装置は、飼育水中の餌料密度を定期的に計測し、餌料密度が不足した場合には自

動的に給餌を行うことで餌料密度を一定の範囲に制御する。令和 7 年度は、昨年度、作製し

た自動給餌装置（図 1）について、作動安定性の向上と計測・制御精度の改善を図るととも

に、二枚貝の幼生を対象に、飼育水槽での給餌テストを行い、動作確認や課題の抽出・改善

に取り組んだ。 

 

（１）作動安定性の向上 

自動給餌装置の作動安定性の向上を図るため、システムのフリーズ対策と故障の軽減策

について検討した。 

 

（２）計測・制御精度の改善 

昨年度、実施したアサリ成貝を用いた飼育水槽での給餌テストにおいて、フローセルへの
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気泡の混入により、計測値が過大評価となる事例が見られた。また、給餌後に、設定した餌

料密度を超える場合が多く見られ、給餌する餌料プランクトンの細胞密度が設定した細胞

密度より高かった可能性が示唆された。そこで、これらの課題について、作動プログラムを

修正、追加することで改善を図った。 

本自動給餌装置を二枚貝の種苗生産などの現場で使用する際、また、研究目的で使用する

際には、複数のシステムを同時に稼働させる必要が生じる。そこで、二台の自動給餌装置を

同時に稼働させ、二通りの方法で試験を行い（試験Ⅰ、試験Ⅱ）、計測精度や制御精度を比

較した。試験には、濾過海水 1L を入れたガラス製ビーカーを用い、スターラーと攪拌子で

均一に攪拌するとともに、30 分間隔で、試料海水の 10%を濾過海水で希釈した。試験Ⅰで

は、添加する餌料プランクトンとして Pavlova sp.を用い、設定濃度、給餌閾値は、二台の自

動給餌装置ともに同一条件（設定濃度は 20,000 cells/ml、給餌閾値は設定濃度の<75%）とし

た。画像の撮影回数は 64 回とし、30 分間隔で、ビーカー内の試水中の餌料プランクトンの

細胞密度を計測した。一方、試験Ⅱでは、添加する餌料プランクトンとして Chaetoceros 

calcitrans を用い、設定濃度を一台の自動給餌装置は 10,000 cells/ml、別の一台は 5,000 cells/ml

とした（給餌閾値は、ともに設定濃度の<75%）。試験Ⅰと同様に、画像の撮影回数は 64 回

とし、30 分間隔で、ビーカー内の試水中の餌料プランクトンの細胞密度を計測した。 

 

（３）二枚貝の幼生を対象とした飼育水槽における給餌テスト 

アサリ幼生を収容した飼育水槽を百島庁舎の無脊椎動物実験棟に設置し、2026 年 2 月 27

日から 3 月 9 日まで給餌テストを実施した。飼育には、二台の 500 L のポリエチレン製水槽

を使用し、飼育期間中の水槽の交換を容易にするため、水槽内にアサリ幼生を収容するため

のシリンダー状の容器（底部に目合い 62 µm のメッシュを装着、容積は 80.5 L）を設置し、

水槽内の餌料プランクトンを含む海水を常時、循環させる仕様とした（図 2）。飼育水槽は、

水温を一定に保つため（21～22℃）、ウォーターバスにより加温した。初期餌料には市販の

濃縮珪藻（Chaetoceros calcitrans）を濾過海水で 10 倍希釈したものを用いた。 

飼育水槽内の餌料プランクトンの細胞密度が約 8,000 cells/mL に達したのを確認後、各飼

育水槽に日齢 10 日のアサリ幼生（殻長 182.8±18.0 µm）46.9 万個体を収容し、自動給餌装

置を用いた給餌テストを開始した。テスト開始時の自動給餌装置の設定は、餌料プランクト

ンの計数に用いる撮影画像数を 64 枚、餌料プランクトンの設定細胞密度を 8,000 cells/mL と

し、毎時 0 分に計測を行い、一方の飼育水槽（飼育水槽 01）については、設定細胞密度の

75％を下回った場合に給餌し、もう一方の飼育水槽（飼育水槽 02）については、設定細胞

密度の 25％を下回った場合に給餌することとした。 

 

【研究成果の概要】 

（１）作動安定性の向上 

自動給餌装置のフリーズ対策として、昨年度は、1 日 4 回、タイマーによりラズベリーパ
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イを強制的にリセットする仕様とした。しかしながら、タイマーによるリセットでは、タイ

マーとラズベリーパイとの間で時刻誤差が生じると作動中に給電をオフする恐れがあり、

望ましい方法ではない。そこで、自動給餌装置のフリーズ対策として、ラズベリーパイに搭

載されているウォッチドッグリセット機能を組み込むこととした。ウォッチドッグリセッ

ト機能とは、メインのプログラムがハングアップなどの不正な状態に陥ってしまった場合

に、例外処理を実行し、ハングアップしたシステムを正常動作に戻すため、システムをリセ

ットする機能であり、本機能を組み込むことで、フリーズ時の復旧が可能になると考えられ

る。 

自動給餌装置の故障対策としては、高耐久性の microSD カードを使用するとともに、そ

の動作を定期的に確認し、動作不良の際には交換することとした。また、停電による装置の

故障を防ぐため、AC コンセントにバックアップ電源（APC、BE425M-JP）を接続し、漏電

保護タップ（TOSHIBA、LB120C）を介して 9V の AC アダプターを接続することで給電し

た。なお、ラズベリーパイや顕微鏡などについても故障の可能性があることから、予備を準

備しておき、故障した際には交換できる体制を構築しておくことが望ましい。 

 

（２）計測・制御精度の改善 

昨年度、実施したアサリ成貝を用いた飼育水槽での給餌テストにおいて、フローセルに大

きな気泡が混入した際に、気泡内に餌料プランクトンがトラップされ、細胞数の計測値を過

大評価する事例が見られた（図 3A）。そこで、気泡を餌料プランクトンよりも大型の粒子と

みなし、大型の粒子を含む画像を細胞数の計数から除外するように作動プログラムを修正

した。その結果、計測値が概ね正常な値を示したことから（図 3B）、上述したように作動プ

ログラムを修正することで気泡の混入による影響を軽減することが可能になると考えられ

る。 

給餌する餌料プランクトンの細胞密度 X（cells/ml）は、給餌前後の飼育水槽内の餌料プラ

ンクトンの細胞密度と給餌量から逆算して推定することが可能である。 

 

𝑋𝑋 =
(𝑥𝑥1 − 𝑥𝑥0) × 𝑉𝑉 × 1000

𝑅𝑅 × 𝑇𝑇
 

 

ここで、x0、x1 は、それぞれ給餌前後の飼育水槽内の餌料プランクトンの細胞密度（cells/ml）、

V は飼育水槽の容量（l）、R は給餌時のポンプの流量（ml/min）、T は給餌時間（min）であ

る。この数式をスクリプトとして、作動プログラムに追記することで、飼育水槽内の餌料プ

ランクトンの細胞密度の計測精度に依存するものの、自動給餌装置の作動中に給餌する餌

料プランクトンの細胞密度が増減した場合においても、給餌量を精緻に見積もることが可

能になり、過剰給餌の抑制につながると考えられる（図 4）。 

二台の自動給餌装置を同じ条件（設定濃度：20,000 cells/ml、給餌閾値：設定濃度の<75%、
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撮影回数：64 回、希釈率：30 分で 10%）で同時に稼働した際の餌料プランクトン（Pavlova 

sp.）の細胞密度の推移を図 5 に示した（試験Ⅰ）。二台の自動給餌装置で、餌料プランクト

ンの細胞密度の計測値に若干ずれが見られる場合があったものの、餌料プランクトンの細

胞密度が給餌閾値（15,000 cells/ml）を下回ると、設定濃度前後まで餌料プランクトンが給餌

された。 

二台の自動給餌装置を、設定濃度を変えて（自動給餌装置 01：10,000 cells/ml、自動給餌

装置 02：5,000 cells/ml）同時に稼働した際の餌料プランクトン（Chaetoceros calcitrans）の細

胞密度の推移を図 6 に示した（いずれも給餌閾値：設定濃度の<75%、撮影回数：64 回、希

釈率：30 分で 10%）（試験Ⅱ）。餌料プランクトンの細胞密度が給餌後に設定濃度を少し上

回る場合が見られたが、いずれも設定どおり、餌料プランクトンの細胞密度が給餌閾値（自

動給餌装置 01：7,500 cells/ml、自動給餌装置 02：3,750 cells/ml）を下回ると、設定濃度前後

まで餌料プランクトンが給餌された。 

以上の結果から、二台の自動給餌装置を同時に稼働した際にも、概ね同等の制御が可能で

あることを確認した。 

 

（３）二枚貝の幼生を対象とした飼育水槽における給餌テスト 

給餌テストを開始した 2026 年 2 月 27 日から 3 月 4 日までの自動給餌装置による飼育水

槽内の餌料プランクトンの細胞密度の計測値の推移を図 7A（飼育水槽 01）および図 8A（飼

育水槽 02）に示した。餌料プランクトンの設定細胞密度を 8,000 cells/mL、給餌閾値を 75％

とした飼育水槽（飼育水槽 01）では、テスト開始時から 3 日後の 3 月 2 日の夕方までの間

は、餌料プランクトンの細胞密度が 4,687～8,802 cells/mL の範囲で推移し、設定細胞密度を

少し上回る場合が見られたものの、概ね設定どおりに作動した。しかし、3 月 2 日の夕方

（17:30）に過剰に給餌されたため、飼育水中の餌料プランクトンの細胞密度が設定濃度よ

りも大幅に上昇した（13,444 cells/mL）。この給餌時の 1 時間前（16:30）にも、飼育水槽中

の餌料プランクトンの細胞密度の計測値が閾値を下回ったため、給餌が行われたが、給餌後

の餌料プランクトンの細胞密度の計測値がほとんど増加せず、閾値を下回ったままであっ

た。その結果、給餌ボトル中の餌料プランクトンの細胞密度を大きく過小評価してしまい、

過剰給餌になったと考えられる（図 7B）。給餌後に飼育水槽内の餌料プランクトンの計測値

がほとんど増加しなかった原因については、さらなる検討が必要であるが、計測誤差の可能

性も考えられることから、餌料プランクトンの細胞密度の計測精度のさらなる向上が必要

である。 

餌料プランクトンの設定細胞密度を 8,000 cells/mL、給餌閾値を 25％とした飼育水槽（飼

育水槽 02）についても、テスト開始時から 2 日後の 3 月 1 日の夕方までの間は、餌料プラ

ンクトンの細胞密度が 1,111～8,714 cells/mL の範囲で推移し、概ね設定どおりに作動した。

しかし、3 月 1 日の夕方（18:30）に過剰に給餌されたため、飼育水槽内の餌料プランクトン

の細胞密度が設定濃度よりも大幅に上昇し、20,000 cells/mL を上回った。その後も、複数回
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（3 月 1 日の 20:30、3 月 2 日の 17:30 および 21:30、3 月 3 日の 16:30 および 21:30）、飼育水

槽内の餌料プランクトンの計測値が閾値を下回ったため、給餌が行われたが、給餌後の餌料

プランクトンの細胞密度は、いずれも設定濃度より大幅に上昇する結果となった（図 8A）。

餌料プランクトンの細胞密度の計測に用いた画像データを確認したところ、気泡の混入が

頻繁に見られ、特に計測値が 1,000 cells/mL を下回った時に、その傾向が顕著であった。上

述したように、今回、気泡の混入による影響を軽減するため、気泡（厳密には大型粒子）を

含む画像を細胞数の計数から除外するように作動プログラムを修正した。気泡の混入が軽

度の場合には、この方法は有効であるが、頻発すると計測に用いることができる画像数が大

きく減少してしまう可能性がある。計測値が 1,000 cells/mL を下回った時に計測に用いた画

像数を家訓したところ、いずれも撮影枚数の半数以下であった。そのため、計測誤差が大き

くなり、飼育水槽中の餌料プランクトンの細胞密度を過小評価した結果、給餌ボトル中の餌

料プランクトンの細胞密度を大きく過小評価してしまい、過剰給餌となったと考えられる。

したがって、気泡の混入を軽減する手法を軽減するとともに、気泡の混入により、計測に異

常値が見られた場合の対策についても検討する必要がある。 

飼育水槽内の餌料プランクトンの自動給餌装置による計測値をコールターカウンターに

よる計測値と比較したところ、いずれの飼育水槽についても、コールターカウンターによる

計測値が自動給餌装置による計測値を大きく上回っていた。現時点では、その原因を特定す

るまでには至っていないが、両者で増減の傾向は概ね一致していたこと、餌料プランクトン

の投入前の海水をコールターカウンターで測定したところ、一定の計測値が得られたこと

などから推察すると、コールターカウンターでは、餌料プランクトン以外の粒子も計測して

しまっていた可能性があること、一方で、自動給餌装置では、一画像の容積を大きく設定し

たため、細胞密度を過小評価してしまっていた可能性があること示唆された。 

 

【次年度に向けた提言】 

餌料プランクトンの細胞密度の計測値にばらつきや異常値が散見されたことから、餌料

プランクトンの細胞密度の計測値の精度向上に引き続き、取り組む必要がある。また、気泡

の混入が頻発すると大きな計測誤差につながる可能性があることから、気泡の混入の軽減

策についても検討する必要がある。計測誤差や異常値が生じると、過剰給餌につながる可能

性が大きいことから、過剰給餌とならないリスク対策（例えば、異常値の検出とその後の処

理）についても講じる必要がある。 

本自動装置の利便性を向上させるため、例えば、計測結果を CSV ファイルとして出力し

たり、リアルタイムで図式化したりするなどの取り組みも望まれる。さらに、これまではア

サリの幼生や成貝を対象に作動テストを行ったが、他の二枚貝（例えば、ハマグリやタイラ

ギなど）を対象とした作動テストを行うことで、本装置の適用範囲の拡大につながることが

期待される。 
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【図表】 

 

図 1 A）自動給餌装置の概要と B）本体の外観 

 

 

 
図 2 給餌テストに用いた飼育水槽 

 

 
図 3 アサリ成貝を用いた自動給餌テストの結果（2024/12/5～12/11）。A）作動プログラムの修正

前。B）作動プログラムの修正後。 

A） B）

 

給餌ポンプ
フローポンプ
切替バルブ

電源 水温センサ

Raspberry Pi，光学顕微鏡
フローセル，カメラ

300 mm
40

0 
m

m
181 mm （重量 約4 kg）

A） B）
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図 4 飼育水槽および給餌する餌料プランクトンの細胞密度の推定値の推移（概念図）。給餌する

餌料プランクトンの細胞密度を給餌前後の飼育水槽内の餌料プランクトンの細胞密度を基に推定

することで過剰給餌が抑制されることを示す。 

 

 

図 5 二台の自動給餌システムを同じ条件で同時に稼働した際の餌料プランクトンの細胞密度の
推移。 

 

 

図 6 二台の自動給餌システムを設定濃度を変えて同時に稼働した際の餌料プランクトンの細胞

密度の推移。 
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図 7 餌料プランクトンの設定細胞密度を 8,000 cells/mL、給餌閾値を 75%（6,000 cells/mL）に設

定した飼育水槽における（A）餌料プランクトンの細胞密度の計測値および給餌量と（B）給餌ボト

ル中の餌料プランクトンの細胞密度の推測値の推移。 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

103 

 

図 8 餌料プランクトンの設定細胞密度を 8,000 cells/mL、給餌閾値を 25%（2,000 cells/mL）に設

定した飼育水槽における（A）餌料プランクトンの細胞密度の計測値および給餌量、（B）給餌ボト

ル中の餌料プランクトンの細胞密度の推測値、（C）計測に用いた画像数の推移。 
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カ．検討会の開催 

令和７年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業 

新規栽培対象種資源対策事業（二枚貝） 

第１回検討会 議事次第 

 

 日 時： 令和 7年６月５日(木)  10:00〜17:00（ハマグリ） 

６日(金)   9:30〜15:00（タイラギ） 

 場 所： RCC文化センター 610会議室（6/5）、611会議室（6/6） 

〒730-0015 広島市中区橋本町 5-11 TEL 082-222-2277 

         オンライン会議併催（Microsoft Teams） 

   

議 事 

１．開会挨拶 

２．ハマグリ 

（１）ハマグリ親貝の養成と採卵技術の開発 

水産技術研究所・三重県水産振興事業団 

（２）ハマグリ人工種苗生産技術の開発   三重県水産振興事業団 

（３）東京湾におけるハマグリ育成技術開発 千葉県水産総合研究センター 

（４）大分県北部海域におけるハマグリ母貝育成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部 

（５）環境モニタリングを通じたハマグリの適地選定技術の開発 

水産技術研究所・千葉県水産総合研究センター・静岡県水産・海洋技術研究所 

（６）ハマグリの餌料生物および餌環境に基づく生息適地の選定技術の開発 

 水産資源研究所・水産技術研究所・千葉県水産総合研究センター・

静岡県水産・海洋技術研究所 

３．タイラギ 

（１）タイラギ親貝の養成と採卵技術の開発  水産技術研究所 

（２）タイラギ人工種苗生産技術の開発   水産技術研究所 

（３）瀬戸内海西部海域におけるタイラギの母貝団地造成技術の開発 

      山口県水産研究センター 

（４）大分県北部海域におけるタイラギの母貝団地造成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部 

（５）タイラギ標識技術の開発    香川県水産試験場 

（６）瀬戸内海におけるタイラギの交雑の実態調査 水産資源研究所 

（７）二枚貝類の生産現場における ICTの活用  水産技術研究所・熊本大学 

４．その他 
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令和７年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業 

新規栽培対象種資源対策事業（二枚貝） 

貝種別検討会（タイラギ・ハマグリ） 

 

メール会議：2025年 12月 26日〜2026年 1月 25日 

 

ハマグリ 

（１）ハマグリ親貝の養成と採卵技術の開発 

水産技術研究所・三重県水産振興事業団 

（２）ハマグリ人工種苗生産技術の開発   三重県水産振興事業団 

（３）東京湾におけるハマグリ育成技術開発 千葉県水産総合研究センター 

（４）大分県北部海域におけるハマグリ母貝育成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部 

（５）環境モニタリングを通じたハマグリの適地選定技術の開発 

水産技術研究所・千葉県水産総合研究センター・静岡県水産・海洋技術研究所 

（６）ハマグリの餌料生物および餌環境に基づく生息適地の選定技術の開発 

 水産資源研究所・水産技術研究所・千葉県水産総合研究センター・

静岡県水産・海洋技術研究所 

タイラギ 

（１）タイラギ親貝の養成と採卵技術の開発  水産技術研究所 

（２）タイラギ人工種苗生産技術の開発   水産技術研究所 

（３）瀬戸内海西部海域におけるタイラギの母貝団地造成技術の開発 

      山口県水産研究センター 

（４）大分県北部海域におけるタイラギの母貝団地造成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部 

（５）タイラギ標識技術の開発    香川県水産試験場 

（６）瀬戸内海におけるタイラギの交雑の実態調査 水産資源研究所 

（７）二枚貝類の生産現場における ICTの活用  水産技術研究所・熊本大学 
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令和７年度さけ・ます等栽培対象資源対策事業 

新規栽培対象種資源対策事業（二枚貝） 

第２回検討会 議事次第 

 

 日 時： 令和 8年 3月 10日(火)  10:00〜17:30 

11日(水)   9:30〜15:00 

 場 所： RCC文化センター 611会議室 

〒730-0015 広島市中区橋本町 5-11 TEL 082-222-2277 

         オンライン会議併催（Microsoft Teams） 

   

議 事 

 

２．開会挨拶 

２．ハマグリ 

（１）ハマグリ親貝の養成と採卵技術の開発 

水産技術研究所・三重県水産振興事業団 

（２）ハマグリ人工種苗生産技術の開発   三重県水産振興事業団 

（３）東京湾におけるハマグリ育成技術開発 千葉県水産総合研究センター 

（４）大分県北部海域におけるハマグリ母貝育成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部 

（５）環境モニタリングを通じたハマグリの適地選定技術の開発 

水産技術研究所・千葉県水産総合研究センター・静岡県水産・海洋技術研究所 

（６）ハマグリの餌料生物および餌環境に基づく生息適地の選定技術の開発 

 水産資源研究所・水産技術研究所・千葉県水産総合研究センター・

静岡県水産・海洋技術研究所 

３．タイラギ 

（１）タイラギ親貝の養成と採卵技術の開発  水産技術研究所 

（２）タイラギ人工種苗生産技術の開発   水産技術研究所 

（３）瀬戸内海西部海域におけるタイラギの母貝団地造成技術の開発 

      山口県水産研究センター 

（４）大分県北部海域におけるタイラギの母貝団地造成技術の開発 

大分県農林水産研究指導センター水産研究部 

（５）タイラギ標識技術の開発    香川県水産試験場 

（６）瀬戸内海におけるタイラギの交雑の実態調査 水産資源研究所 

（７）二枚貝類の生産現場における ICTの活用  水産技術研究所・熊本大学 

４．その他 


